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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第56期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。また、第57期

においては、潜在株式は存在いたしますが、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

３ △印は損失またはマイナスを示しております。 

４ 第57期より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用しております。なお、これによる影響については「第５ 経理の状況」「１ 連結財務諸表等」「(1) 連結財

務諸表」の「会計方針の変更」に記載しております。 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 92,254 87,770 75,837 70,279 64,204

経常損益 (百万円) 703 1,695 1,493 315 △770

当期純損益 (百万円) 353 452 340 △4,072 △15,218

純資産額 (百万円) 9,955 10,428 11,041 7,001 3,980

総資産額 (百万円) 94,025 89,631 82,761 74,515 53,649

１株当たり純資産額 (円) 162.02 169.80 179.82 114.10 28.49

１株当たり当期純損益 (円) 5.76 7.37 5.55 △66.35 △151.19

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 10.6 11.6 13.3 9.4 7.4

自己資本利益率 (％) 3.6 4.4 3.2 △45.2 △277.1

株価収益率 (倍) 12.67 7.73 25.23 ― ―

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △655 4,885 △477 3,122 4,306

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △200 △959 △249 △36 △875

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △2,280 △4,079 △751 △3,037 △3,182

現金及び現金同等物の 
期末残高 

(百万円) 3,149 2,996 1,523 1,571 1,819

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人) 
1,099 

〔  289〕
1,062

〔  273〕
1,005

〔  270〕
852 

〔  295〕
803

〔  317〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第56期以前の潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。また、第57期

においては、潜在株式は存在いたしますが、１株当たり当期純損失であるため記載しておりません。 

３ △印は損失またはマイナスを示しております。 

４ 第57期より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会

平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第６号 平成15年10月31

日)を適用しております。なお、これによる影響については「第５ 経理の状況」「２ 財務諸表等」「(1) 財務諸表」

の「会計方針の変更」に記載しております。 

  

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 (百万円) 90,015 86,490 73,942 68,474 62,353

経常損益 (百万円) 765 1,720 1,378 223 △848

当期純損益 (百万円) 100 446 253 △4,096 △17,128

資本金 (百万円) 10,970 10,970 10,970 10,970 2,000

発行済株式総数 
(内、普通株式) 
(内、Ａ種優先株式) 
(内、Ｂ種優先株式) 

(千株) 

61,453 
(61,453)
(  ―)
(  ―)

61,453
(61,453)
(  ―)
(  ―)

61,453
(61,453)
(  ―)
(  ―)

61,453 
(61,453)
(  ―)
(  ―)

139,853
(121,453)
( 6,000)
( 12,400)

純資産額 (百万円) 11,769 12,236 12,712 8,649 3,718

総資産額 (百万円) 87,244 87,426 80,711 72,934 52,777

１株当たり純資産額 (円) 191.54 199.23 207.04 140.95 26.61

１株当たり配当額 
〔うち１株当たり中間配当額〕

(円) 
― 

〔  ―〕
―

〔  ―〕
―

〔  ―〕
― 

〔  ―〕
―

〔   ―〕

１株当たり当期純損益 (円) 1.64 7.27 4.13 △66.73 △170.17

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 13.5 14.0 15.8 11.9 7.0

自己資本利益率 (％) 0.9 3.7 2.0 △38.4 △277.0

株価収益率 (倍) 44.51 7.84 33.90 ― ―

配当性向 (％) ― ― ― ― ―

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者数〕

(人) 
1,071 

〔  279〕
1,033

〔  268〕
964

〔  252〕
816 

〔  266〕
777

〔   278〕



２ 【沿革】 

当社は昭和25年１月に世紀建設工業株式会社として設立されました。その後、昭和37年４月に世紀建設株式会社と
商号変更をいたしました。昭和57年５月に東急建設株式会社の子会社であった東急道路株式会社と合併し、世紀東急
工業株式会社と商号変更をいたしました。 
当社の設立後の変遷は次のとおりであります。 

  (注) 平成18年４月１日付をもって、関東支店を本社に編入し、新たに北関東支店、東関東支店、東京支店、横浜支店、関
東製販事業部を設置いたしました。また同日付をもって、関西支店を分割し、関西支店、中国支店といたしました。
なお、四国支店につきましては、中国支店の管轄に変更いたしました。 

  

３ 【事業の内容】 

当企業集団は、舗装・土木を主とする建設事業及び舗装資材の製造販売等を営んでいる当社(世紀東急工業㈱)、子
会社10社、関連会社３社及びその他の関係会社２社で構成されておりますが、当企業集団各社の主な事業内容と当該
事業における位置付けは以下のとおりであります。 
なお、当企業集団は東京急行電鉄㈱を中心とする東急グループの一員であります。 

昭和25年１月 世紀建設工業株式会社を資本金１百万円にて設立 
 同 25年２月 建設業法による建設大臣登録第1499号登録完了(以後２年ごとに登録更新) 
 同 37年４月 世紀建設株式会社に商号変更 
 同 41年１月 札幌支店(平成13年４月より北海道支店)、仙台支店(平成２年６月より東北支

店)、北陸支店、東京支店、名古屋支店、大阪支店、広島支店(平成２年６月より
中国支店)および福岡支店(平成２年６月より九州支店)を設置 

 同 48年９月 東京証券取引所市場第二部へ株式上場 
 同  年10月 建設業法改正により建設大臣許可(特―48)第1962号の許可を受ける(以後３年ごと

(平成９年以後は５年ごと)に許可更新) 
 同 55年５月 宅地建物取引業法による建設大臣免許(1)第2810号を取得(以後３年ごとに平成16

年まで免許更新) 
 同 57年５月 東急道路株式会社と合併し世紀東急工業株式会社に商号変更 
 同  年５月 東関東支店および横浜支店を設置 
 同  年11月 東京証券取引所市場第一部へ指定替え 
 同 60年７月 定款の一部を変更し、事業目的にスポーツ施設の経営ならびに会員券の売買およ

び仲介を追加 
 同  年８月 東京支店を東京支社に名称変更 
平成元年４月 四国支店を設置 
 同  年６月 定款の一部を変更し、事業目的に産業廃棄物の処理に係る事業およびその再生製

品の製造、販売ならびに土木建築工事用機械器具の製造、修理、販売および賃貸
を追加 

 同 ２年４月 藤川建設株式会社(現 エスティ建材株式会社・連結子会社)の全株式取得 
 同  年12月 エス・ティ・マシーナリー・サービス株式会社(現 エス・ティ・サービス株式会

社・連結子会社)を設立 
 同 ５年４月 開発事業部、建築事業部および関東製販部を本社機構から支社店・事業部機構へ

移行し、関東製販部を関東合材事業部に名称変更 
 同 ６年４月 東京支社関東支店を東京支社より分離独立し、支店機構の関東支店(平成12年４月

より北関東支店)として設置、また東京支社を東京支店に名称変更 
 同  年６月 定款の一部を変更し、事業目的の産業廃棄物の処理に係る事業およびその再生製

品の製造、販売を、産業廃棄物の収集、運搬および処分ならびに産業廃棄物の再
生製品の製造、販売に変更 

 同 ７年４月 開発事業部を廃止 
 同  年９月 新世紀工業株式会社(現 連結子会社)の全株式取得 
 同 10年４月 関東合材事業部を廃止 
 同 11年４月 東京支店および横浜支店を管轄する関東西南支店(平成12年４月より関東第一支

店)を設置 
 同 12年４月 東関東支店および北関東支店を管轄する関東第二支店ならびに沖縄支店を設置 
 同 14年４月 東京支店、横浜支店、東関東支店および北関東支店を廃止 
 同  年４月 中国支店および四国支店を管轄する中四国支店を設置 
 同 15年２月 関東第二支店に千葉支店を設置 
 同  年４月 関東第一支店および関東第二支店を廃止し、関東支店を設置、また千葉支店を関

東支店の管轄に変更 
 同  年４月 大阪支店および中四国支店を廃止し、関西支店を設置、また中国支店および四国

支店を関西支店の管轄に変更 
 同  年４月 沖縄支店を九州支店の管轄に変更 
 同  年４月 建築事業部を廃止 
 同 16年４月 宅地建物取引業法による東京都知事免許(1)第83097号を取得 
 同 17年７月 株式会社水戸プロパティー(現 連結子会社)の全株式取得 



  

  

 

  

建設事業………… 当社と子会社である新世紀工業㈱、やまびこ工業㈱、㈱大和舗道、ほくりく工業
㈱及びみちのく工業㈱、関連会社であるガルフシール工業㈱及び中外エンジニア
リング㈱が営んでおります。 
新世紀工業㈱及び中外エンジニアリング㈱からは工事の一部を受注しておりま
す。また、その他の関係会社である東急建設㈱及び東京急行電鉄㈱からも、工事
の一部を受注しております。 

舗装資材製造…… 
販売事業 

当社と子会社である新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び若栗建材㈱、関連会社で
ある能登アスコン㈱が営んでおります。 
新世紀工業㈱、エスティ建材㈱及び能登アスコン㈱からは製造された舗装資材の
一部を購入し、また、当社からも同社へ同様の製品の一部を販売しております。 

スポーツ関連…… 
事業及び不動 
産事業等 

当社は上記の事業の他にもスポーツ関連事業及び不動産事業等を営んでおりま
す。 
子会社であるエス・ティ・サービス㈱は建設機械の販売及び自動車等のリース事
業を営んでおり、当社はその一部を購入または賃借しております。 
㈱水戸プロパティーはゴルフ場その他スポーツ施設の経営等を事業目的としてお
り、その運営を同社の子会社である㈱ロイヤルフォレストゴルフ倶楽部に委託し
ております。 
  



４ 【関係会社の状況】 

  

(注) １ 上記連結子会社の主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。 

２ 議決権の所有(被所有)割合の［ ］内は、間接所有割合で内数、< >内は、緊密な者又は同意している者の所有割合で外

数となっております。 

３ ※１ 有価証券報告書を提出しております。 

  

名称 住所 資本金
(百万円) 

主要な事業
の内容 

議決権の所有
(被所有)割合 
(％) 

関係内容 

(連結子会社)   

新世紀工業株式会社 東京都港区 49
建設事業
舗装資材製造販売
事業 

100.00

当社に対し舗装資材の供
給及び工事の発注をして
いる。 
 役員の兼務 有 

株式会社水戸プロパティー 東京都港区 100
スポーツ関連事業
及び不動産事業等 100.00 役員の兼務 有 

エスティ建材株式会社 福岡市西区 35
舗装資材製造販売
事業 100.00

当社に対し舗装資材の供
給をしている。 
 役員の兼務 有 

エス・ティ・サービス株式会社 東京都港区 50
スポーツ関連事業
及び不動産事業等 100.00

当社に対し自動車等の賃
貸及び販売をしている。 
 役員の兼務 有 

その他４社 ― ― ― ― ― 

(その他の関係会社)   

東京急行電鉄株式会社 ※１ 東京都渋谷区 110,608
鉄軌道事業、不動
産事業、その他事
業 

(6.45)
[0.10]
<24.57>

当社が舗装・土木工事等
の請負をしている。 
 役員の兼務 有 

東急建設株式会社 ※１ 東京都渋谷区 28,401
建設事業、
その他事業 (24.57)

当社が舗装・土木工事等
の請負及び舗装資材の販
売をしている。 
 役員の兼務 有 



５ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属しているものでありま

す。 

  

(2) 提出会社の状況 

従業員数、平均年齢、平均勤続年数及び平均給与年額 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２ 平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

３ 上記従業員数には、嘱託34名、出向社員36名は含まれておりません。 

  

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(人)

建設事業 580〔211〕 

舗装資材製造販売事業 118 〔78〕 

スポーツ関連事業及び不動産事業等 5  〔2〕 

全社(共通) 100 〔26〕 

合計 803〔317〕 

従業員数(人) 平均年齢(歳) 平均勤続年数(年) 平均年間給与(円) 

777〔278〕4 42.0 18.8 5,832,240



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当連結会計年度におけるわが国経済は、好調な企業収益を背景に設備投資が増加傾向を続ける一方、年度後半に

は、日銀による量的金融緩和政策の解除をはじめ、長期化するデフレ状況にも改善の動きが見られるなど、景気は

緩やかながらも着実に回復基調を辿ってまいりました。 

道路建設業界におきましては、民間建設需要が堅調に推移したものの、公共投資の減少傾向や原材料価格の騰勢

には依然として歯止めがかからず、業界を取り巻く環境は引き続き厳しい状況となりました。 

このような状況のもと、当社グループ各社は継続して積極的な営業活動を展開するとともに、経費の削減、有利

子負債の圧縮に全社を挙げて取り組み、収益体質の強化に努めてまいりました。 

しかしながら、厳しい事業環境のもと、受注高は658億52百万円(前連結会計年度比3.7％増)を確保したものの、

売上高は642億４百万円(前連結会計年度比8.6％減)にとどまり、また、損益につきましても、経常損失は７億70百

万円(前連結会計年度は経常利益３億15百万円)、固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴い多額の特別損失を計

上したことにより当期純損失は152億18百万円(前連結会計年度は当期純損失40億72百万円)となりました。 

なお、当連結会計年度中に一連の資本増強策を完了したことにより、減損会計適用後の当連結会計年度末におけ

る株主資本は39億80百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの業績は次の通りです。 

「建設事業」 

建設事業におきましては、公共工事の減少が続き厳しい受注競争を強いられるなか、民間工事の受注拡大やコス

ト構造改善による価格競争力の強化に取り組み、収益確保を図ってまいりました。しかしながら、建設市場縮小の

影響を回避するには至らず、受注高は477億11百万円(前連結会計年度比1.7％増)を確保したものの、完成工事高は

460億63百万円(前連結会計年度比14.2％減)にとどまる結果となりました。また、損益につきましても、売上高が大

幅に減少したことにより、営業利益は７億92百万円(前連結会計年度比53.1％減)となりました。 

  

「舗装資材製造販売事業」 

舗装資材製造販売事業におきましては、道路建設投資の減少に加え、アスファルトをはじめとする原材料価格の

高騰により事業環境が一段と厳しさを増すなか、他社との合材工場の協業化を推し進め、販路の拡大と事業運営の

効率化を図る一方、販売価格の見直しやリサイクル事業の強化に積極的に取り組み、収益の確保に努めてまいりま

した。その結果、売上高は175億97百万円(前連結会計年度比10.3％増)、営業利益は15億28百万円(前連結会計年度

比4.3％増)となりました。 

  

「スポーツ関連事業及び不動産事業等」 

スポーツ関連事業及び不動産事業等につきましては、売上高は５億43百万円(前連結会計年度比15.6％減)、営業

利益は36百万円(前連結会計年度は営業損失１億15百万円)となりました。 



(2) キャッシュ・フローの状況 

「営業活動によるキャッシュ・フロー」 

当連結会計年度におきましては、税金等調整前当期純損失が218億14百万円となり、前連結会計年度に比べ大幅に

悪化したものの、これは減損会計適用に伴う損失や財務再構築関連損失の計上など、資金の支出を伴わない費用や

損失の発生が大きく影響したものであり、営業活動によるキャッシュ・フローは、売上債権の減少などにより、43

億６百万円の資金増加(前連結会計年度は31億22百万円の資金増加)となりました。 

  

「投資活動によるキャッシュ・フロー」 

当連結会計年度における投資活動によるキャッシュ・フローは、アスファルトプラント設備や賃貸用マンション

などの有形固定資産を取得したことに加え、期中に子会社株式を追加購入したことにより、８億75百万円の資金減

少(前連結会計年度は36百万円の資金減少)となりました。 

  

「財務活動によるキャッシュ・フロー」 

当連結会計年度において、自己資本の充実と有利子負債の削減を目的とした第三者割当増資を実施いたしました

が、取得資金のほぼ全額を債務の返済に充当いたしました。また期中においてシンジケートローン契約を締結した

際に一部借入金を返済したことにより、財務活動によるキャッシュ・フローは31億82百万円の資金減少(前連結会計

年度は30億37百万円の資金減少)となりました。 

  

以上の結果、当連結会計年度における現金及び現金同等物の期末残高は前連結会計年度の期末残高と比べ２億48

百万円増加し、18億19百万円(前連結会計年度比15.8％増)となりました。 

  

(注) 本報告書の受注高、完成工事高、売上高等は、消費税等抜きで表示しております。 

  



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 受注実績 

  

  

(2) 売上実績 

  

(注) １ 当企業集団では生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。 

２ 主要相手先別売上状況 

    総売上高に対する割合が100分の10以上に該当する相手先は次のとおりであります。 

前連結会計年度 

  

  

当連結会計年度 

  

  

３ 本表の金額は、消費税等抜きで表示しております。 

  

区分 
当連結会計年度(百万円)
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

前年同期比(％) 

建設事業 

アスファルト舗装 35,384 △9.7

コンクリート舗装 823 △51.0

土木工事等 11,503 89.6

計 47,711 1.7

舗装資材製造販売事業 17,597 10.3

スポーツ関連事業及び不動産事業等 543 △15.6

合計 65,852 3.7

区分 
当連結会計年度(百万円)
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

前年同期比(％) 

建設事業 

アスファルト舗装 35,066 △14.5

コンクリート舗装 1,611 △51.6

土木工事等 9,384 0.5

計 46,063 △14.2

舗装資材製造販売事業 17,597 10.3

スポーツ関連事業及び不動産事業等 543 △15.6

合計 64,204 △8.6

相手先 金額(百万円) 割合(％) 

国土交通省 7,552 10.7

相手先 金額(百万円) 割合(％) 

国土交通省 6,901 10.7



なお、参考のため提出会社単独の事業の状況は次のとおりであります。 

建設事業における受注工事高及び施工高の状況 

① 受注工事高、完成工事高、繰越工事高及び施工高 

  

(注) １ 前期以前に受注した工事で契約の更改により請負金額に変更あるものについては、当期受注工事高にその増減額を含みま

す。したがって、当期完成工事高にも同様の増減額が含まれます。 

２ 次期繰越工事高の工事施工高は、手持工事高の工事進捗部分であります。 

３ 当期施工高は(当期完成工事高＋当期の次期繰越工事施工高－前期の次期繰越工事施工高)に一致します。 

  

② 受注工事高の受注方法別比率 

工事の受注方法は特命と競争入札に大別されます。 

  

(注) 百分比は請負金額比であります。 

  

期別 工種別 
前期繰越 
工事高 
(百万円) 

当期受注

工事高 
(百万円) 

計

(百万円) 

当期完成

工事高 
(百万円) 

次期繰越工事高 
当期 
施工高 
(百万円) 

手持

工事高 
(百万円) 

うち施工高 
比率

(％) 
金額 
(百万円) 

前事業年度 
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

アスファルト舗装 11,370 38,087 49,457 39,865 9,591 11.6 1,112 39,564

コンクリート舗装 3,508 1,682 5,190 3,330 1,860 17.1 318 2,958

土木工事等 6,045 6,067 12,112 9,334 2,778 7.6 211 8,979

計 20,923 45,836 66,760 52,530 14,230 11.5 1,643 51,502

当事業年度 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

アスファルト舗装 9,591 34,163 43,755 33,709 10,046 22.5 2,256 34,852

コンクリート舗装 1,860 823 2,683 1,611 1,071 61.8 662 1,955

土木工事等 2,778 11,503 14,282 9,384 4,897 20.5 1,001 10,175

計 14,230 46,491 60,721 44,705 16,015 24.5 3,920 46,983

期別 区分 特命(％) 競争入札(％) 合計(％) 

前事業年度 
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

アスファルト舗装 61.1 38.9 100.0

コンクリート舗装 12.7 87.3 100.0

土木工事等 77.8 22.2 100.0

当事業年度 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

アスファルト舗装 62.5 37.5 100.0

コンクリート舗装 22.0 78.0 100.0

土木工事等 70.5 29.5 100.0



③ 完成工事高 

  

  

前事業年度の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なものは次のとおりであります。 

  

  

当事業年度の完成工事のうち請負金額２億円以上の主なものは次のとおりであります。 

  

  

期別 区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円) 

前事業年度 
  

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

アスファルト舗装 16,646 23,218 39,865

コンクリート舗装 3,042 287 3,330

土木工事等 2,153 7,180 9,334

計 21,842 30,687 52,530

当事業年度 
  

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

アスファルト舗装 12,204 21,504 33,709

コンクリート舗装 1,454 157 1,611

土木工事等 2,102 7,281 9,384

計 15,762 28,943 44,705

工事名称 発注者

中央自動車道八王子管内舗装改良工事 日本道路公団東京管理局

九州自動車道加久藤北舗装工事 日本道路公団九州支社

巻舗装その２工事 国土交通省北陸地方整備局

青山電線共同溝工事 国土交通省関東地方整備局

防府北(14)副滑走路等整備土木工事 防衛施設庁広島防衛施設局

工事名称 発注者

上信越自動車道本庄児玉～富岡間舗装補修工事 東日本高速道路株式会社

帯広広尾自動車道帯広市大正舗装工事 国土交通省北海道開発局

大和御所道路南専用部舗装工事 国土交通省近畿地方整備局

下関北バイパス武久舗装工事 国土交通省中国地方整備局

(改維)舗装補修工事17―２(神奈川) 首都高速道路株式会社



④ 手持工事高(平成18年３月31日現在) 

  

  

手持工事のうち請負金額２億円以上の主なものは次のとおりであります。 

  

  

舗装資材製造販売事業における製造及び販売状況 

  

(注) １ アスファルト合材の生産実績と売上数量との差異は、当社の請負工事に使用した数量であります。 

２ その他製品売上金額は、アスファルト乳剤、砕石等の販売による売上高であります。 

  

スポーツ関連事業及び不動産事業等における売上状況 

  

区分 官公庁(百万円) 民間(百万円) 合計(百万円) 

アスファルト舗装 5,965 4,080 10,046 

コンクリート舗装 1,026 45 1,071 

土木工事等 1,879 3,018 4,897 

計 8,871 7,144 16,015 

工事名称 発注者 完成予定年月 

首都圏中央連絡自動車道八王子北舗装工事 中日本高速道路株式会社 平成19年１月 

東名阪自動車道千倉高架橋床版補強工事 中日本高速道路株式会社 平成18年８月 

大谷口北町・桜川舗装修繕工事 国土交通省関東地方整備局 平成19年３月 

殿ダム付替県道外舗装工事 国土交通省中国地方整備局 平成18年８月 

平成17年度大湾交差点改良工事 内閣府沖縄総合事務局 平成18年９月 

期別 

アスファルト合材 その他製品 
売上金額 
(百万円) 

製品 
売上高計 
(百万円) 生産実績(千t) 売上数量(千t)

売上金額
(百万円) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

2,339 1,909 10,866 4,979 15,846

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

2,293 1,925 11,831 5,778 17,610

前事業年度 98百万円

当事業年度 37百万円



３ 【対処すべき課題】 

道路建設業界では、建設市場の縮小に伴い企業間競争が熾烈を極めております。また、今後の情勢につきましても

公共事業費のさらなる減少が避けられないなか、業界を取り巻く事業環境は一段と厳しさを増すものと予想されま

す。 

このような状況を踏まえ、当社では、縮小する市場において将来にわたり生き残っていくため、本業の収益力強

化、過剰債務の解消、固定資産の減損会計への対応を柱とした中期経営計画『中期３か年経営計画Competency plan @ 

seikitokyu』(自平成17年４月至平成20年３月)を策定し、当社が抱える課題の抜本的解決による事業再生に取り組ん

でおります。本計画の実施により、Competency(総力：人財・技術・技能・知識・知恵・ノウハウ)を結集し、収益構

造改善による業績の回復に努めるとともに、財務基盤強化策の実施により確固たる経営基盤を築いてまいります。 

なお、本計画に基づく財務基盤強化策につきましては、平成17年９月に122億円の第三者割当増資の手続を完了する

ほか、期中において総額150億70百万円の資本減少および59億68百万円の資本準備金減少を実施し、一連の資本増強策

は全て完了いたしました。 

今後は、発注者など各ステークホルダーの信頼を克ちとるべく、環境関連をはじめとする技術開発や企画提案、価

格と品質に優れたサービスの提供に注力するとともに、収益構造の改善と財務基盤のさらなる強化に取り組み、業績

の回復と企業価値の向上に邁進してまいる所存であります。 

  

なお、平成17年３月に信託設定のうえ同受益権を譲渡した当社建築(平成12年２月)の賃貸用ワンルームマンション

が、建築基準法に定める耐震強度を満たしていないことが平成17年12月に判明いたしました。これを受け当社では、

安全確保のため、速やかに入居者に対する退去要請ならびに緊急耐震補強工事を実施するとともに、本年３月には信

託受益権を譲渡先より買戻しいたしました。 

現在、同マンションは営業を休止いたしておりますが、今後とも当社では行政と協議を重ねながら、必要な措置を

講じ、同マンションの賃貸事業再開に向け準備を進めてまいる予定であります。 

  



４ 【事業等のリスク】 

有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可

能性のある事項には、以下のようなものがあります。 

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在(平成18年６月29日)において当社グループが

判断したものであります。 

  

(1) 経済情勢について 

当社グループの事業内容のうち、主要な部分を占める建設事業および舗装資材製造販売事業の業績は、公共工事

の発注動向に大きく影響されます。したがいまして、公共事業費の過度の縮減傾向は、当社グループの収益に悪影

響を及ぼす可能性があります。また、同様の理由から取引先の経営状態が悪化した場合、貸倒れの発生等により当

社グループの業績に悪影響を及ぼす可能性があります。 

  

(2) 資材価格の変動について 

当社グループで製造する舗装資材の主要な原材料はストレートアスファルトであり、原材料の仕入値は原油市場

の動向に大きく左右されます。仕入価格の上昇を製品価格に転嫁できない場合、当社グループの経営成績に悪影響

を及ぼす可能性があります。 

また、建設事業につきましても同様に、製品価格の高騰により利益率が低下する可能性があります。 

  

(3) 瑕疵担保責任について 

品質管理につきましては、品質保証に関する国際規格の認証を取得するなど、重要課題として取り組んでおりま

すが、当社グループの施工物件に重大な瑕疵担保責任が発生した場合には、業績に悪影響を及ぼす可能性がありま

す。 

  

(4) シンジケートローンならびに金利の変動について 

当社は安定的な金融取引体制の構築を目的として、金融機関数社との間にシンジケートローン契約を締結いたし

ておりますが、本契約には一定の財務制限条項が付されており、これらの条件に抵触した場合には期限の利益を喪

失し、一括返済を求められる可能性があります。なお、平成18年３月末現在において、当社は本財務制限条項の一

部に抵触いたしておりますが、既に金融機関より当該事象をもって取得した権利については行使しない旨の同意を

得ており、資金繰り等にかかる懸念は生じておりません。 

また、本契約による借入金残高は全て変動金利によるものであり、将来の金利情勢の動向により当社グループの

業績が変動する可能性があります。 

  

(5) 潜在株式について 

当社は、自己資本の充実と有利子負債の圧縮を目的として、平成17年９月に総額122億円の第三者割当増資を実施

いたしました。本件増資に伴い、一部優先株式(Ａ種優先株式600万株、Ｂ種優先株式1,240万株)を発行いたしまし

たが、同株式には普通株式を対価とする取得請求権が付されており、将来、権利が行使された場合には、当社の一

株当たりの株式価値に希薄化が生じる可能性があります。 

  

(6) 関係会社等に関する重要事項について 

当社は、その他の関係会社である東京急行電鉄株式会社および東急建設株式会社をはじめとする東急グループ各

社との間で、工事受注等の取引を継続的に行っております。 

  



５ 【経営上の重要な契約等】 

シンジケートローン契約の締結 

当社は、安定的な金融取引体制の構築を目的として、平成17年９月に株式会社東京三菱銀行をはじめとする８金

融機関による総額181億65百万円(うちタームローン161億65百万円、コミットメントライン20億円)のシンジケート

ローン契約(借入期間 平成17年９月30日から平成22年９月30日)を締結いたしております。 

(注) １ 株式会社東京三菱銀行は平成18年１月１日をもって、株式会社UFJ銀行と合併し、株式会社三菱東京UFJ銀行となりまし

た。 

２ 金融機関の合併により、現在は７金融機関となっております。 

  



６ 【研究開発活動】 

近年、道路建設事業を取り巻く環境は大きく変化しており、環境保全に対する関心の高まり、性能規定による発注

工事の普及・浸透など、舗装に求められるニーズは、より多様化、高度化いたしております。 

また、平成17年４月に「公共工事の品質確保の促進に関する法律」が施行され、発注者の責務として、価格と品質

で総合的に優れた調達への転換が進められており、企業の技術力、提案力が工事受注に与える影響は今後ますます大

きくなる状況であります。 

このような状況を踏まえ当社におきましては、国土交通省が進める「社会資本整備重点計画」に基づき、環境問題

への対応や安心で暮らしやすい社会の実現に関わるテーマを中心に研究開発を行うほか、関連資料の収集・整理や関

連技術の早期確立等により、技術力、提案力の強化を進めております。 

なお、当社の研究開発活動は、技術部および技術研究所からなる技術本部を中心に行われており、当連結会計年度

における建設事業および舗装資材製造販売事業の研究開発費は、２億30百万円となりました。 

  

主な研究開発 

(1) 保水性舗装・遮熱性舗装 

当社では、近年大きな社会問題となっておりますヒートアイランド現象を緩和する技術として、既に「保水性舗

装」および「遮熱性舗装」を商品化いたしております。 

これらの技術は、保水した水分の気化潜熱による効果や太陽光エネルギーの反射による効果等で路面温度の上昇

を抑制する舗装技術であり、現在はこれらの舗装がより広く普及し、生活環境の改善が図られるよう、カラー化や

低臭化、耐久性の向上など利用者ならびに発注者の多様なニーズに対応した商品構成の充実に取り組んでおりま

す。 

  

(2) 低騒音舗装の路面性状評価法 

低騒音舗装はタイヤ・路面騒音値を抑制し沿道環境を改善する工法ですが、同騒音値には路面の凸凹の状態(路面

テクスチャ)が大きく影響いたします。この路面テクスチャとタイヤ・路面騒音値の関連を把握して、性能規定工事

に適用する評価技術を確立すべく、路面テクスチャ測定器の商品化を図っております。 

なお、本技術については、一昨年度、国内で特許を出願しており、昨年度は米国および欧州におきまして国際特

許を出願いたしております。 

  

(3) 凍結抑制舗装 

当社の凍結抑制舗装である「ザペック工法」は、施工実績が５万㎡を超えるなど、順調に推移しておりますが、

さらに広く普及を図るため、現在、施工方法及び材料の見直しによるコストの低減に取り組んでおります。 

  

(4) 排水性舗装の再生方法 

排水性舗装の改修工事が行われた際に発生する廃材について、これを資源として有効活用するため、同舗装材の

再生方法について研究開発を進めております。 



７ 【財政状態及び経営成績の分析】 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されて

おります。なお、この連結財務諸表の作成にあたりましては、経営者により一定の会計基準の範囲内で見積もりが

行われている部分があり、資産・負債や収益・費用の数値に反映されております。これらの見積もりにつきまして

は、継続して評価し、必要に応じて見直しを行っておりますが、見積もりには不確実性が伴うため、実際の結果は

これらとは異なることがあります。 

  

(2) 当連結会計年度の経営成績の分析 

当社グループの当連結会計年度の経営成績は、公共建設投資の縮減傾向を反映し、売上高、損益とも前年同期を

下回る結果となりました。 

受注高については、提出会社における民間工事の受注増加に加え、製品販売が順調に推移したことにより658億52

百万円(前連結会計年度比3.7％増)を確保したものの、次期繰越工事高が前連結会計年度末と比較し16億48百万円増

加したことにより、売上高は642億４百万円(前連結会計年度比8.6％減)にとどまりました。また、損益につきまし

ても、売上高が大幅に減少するなか、利益向上策の効果が顕在化するまでには至らず、経常損失は７億70百万円(前

連結会計年度は経常利益３億15百万円)となり、さらに固定資産の減損に係る会計基準の適用に伴い多額の特別損失

を計上したことにより、当期純損失は152億18百万円(前連結会計年度は当期純損失40億72百万円)となりました。 

  

(3) 経営成績に重要な影響を与える要因について 

当社グループは長年にわたり厳しい事業環境を強いられており、また、今後とも業界における企業間競争は熾烈

を極めていくものと認識しております。このような状況を踏まえ、当社では有利子負債の大幅な圧縮と自己資本の

充実を図り、当社の信頼性確保と経営の安定化を早期に実現するため、平成17年９月に第三者割当増資を実施いた

しました。なお、当連結会計年度中に一連の資本増強策を完了したことにより、減損会計適用後の当連結会計年度

末における株主資本は39億80百万円となり、有利子負債残高は183億66百万円(前連結会計年度末は294億30百万円)

となりました。 

なお、当社の業績に影響を与える可能性のある事項につきましては第一部 第２「４ 事業等のリスク」に記載の

とおりであります。 

  

(4) 戦略的現状と見通し 

平成17年５月に策定した「中期３か年経営計画」(第一部 第２「３ 対処すべき課題」参照)の諸施策を推進する

ほか、発注者など各ステークホルダーの信頼を克ちとるべく、環境関連をはじめとする技術開発や企画提案、価格

と品質に優れたサービスの提供に注力するとともに、収益構造の改善と財務基盤のさらなる強化に取り組み、業績

の回復と企業価値の向上を目指してまいります。 

  



(5) 資本の財源及び資金の流動性についての分析 

当社グループの資金状況は、営業活動によるキャッシュ・フローにおいて43億６百万円の資金増加(前連結会計年

度は31億22百万円の資金増加)となりました。これは売上債権が減少したことや繰越工事の増加により未成工事受入

金が増加したことなどによるものであります。また、投資活動によるキャッシュ・フローにつきましては、投資有

価証券の売却による収入があったものの、アスファルトプラント設備や賃貸用マンションの取得による支出があ

り、８億75百万円の資金減少(前連結会計年度は36百万円の資金減少)となりました。なお、当社グループは積極的

に有利子負債の圧縮を進めており、過去３年間の財務活動によるキャッシュ・フローの推移につきましても７億51

百万円(平成16年３月期)、30億37百万円(前連結会計年度)、31億82百万円(当連結会計年度)の減少となっておりま

す。 

  

(6) 経営者の問題認識と今後の方針について 

当社グループでは、現在の事業環境及び入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めておりま

す。ここ数年の建設投資全体の動向を鑑みると、今後も当社グループを取り巻く事業環境はさらに厳しさを増すも

のと予想されます。 

このような状況を踏まえ、当社グループでは、将来にわたって生き残りを図るため、さらなる収益構造の改善と

財務基盤の強化に向け、各施策に取り組んでまいる所存であります。 

  

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在(平成18年６月29日)において当社グループが

判断したものであります。 

  

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【設備投資等の概要】 

当連結会計年度において実施しました設備投資は次の通りであります。 

  

「建設事業」 

建設事業におきましては、施工能力の強化とコストの縮減を目的に、施工機械の増強、更新を中心に設備投資

を実施し、総額は23百万円となりました。 

  

「舗装資材製造販売事業」 

舗装資材製造販売事業におきましては、生産性の向上と環境保全を目的とした製造設備の更新を中心に設備投

資を実施し、総額は４億68百万円となりました。 

  

主要な設備投資は次の通りであります。 

  

「スポーツ関連事業及び不動産事業等」 

スポーツ関連事業及び不動産事業等におきましては、賃貸用マンションを取得するなど総額９億71百万円の設

備投資を実施いたしました。 

  

なお、特定のセグメントに区分できない設備投資82百万円を加えた当連結会計年度の設備投資の総額は、15億46

百万円であります。 

  

(注) 金額に消費税等は含まれておりません。 

  

多摩合材工場 アスファルトプラントの購入 

竹原合材工場 破砕施設の設備 



２ 【主要な設備の状況】 

(1) 提出会社 

  

  

事業所 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

帳簿価額(百万円)
従業員数
(人) 建物

構築物 
機械
運搬具等 

土地
合計 (賃借面積)

面積(㎡) 
金額

本店 
(東京都港区) 

  229 325
(12.50)

18,026.89 
689 1,245 

89
〔15〕スポーツ関連事業 

及び不動産事業等 
350 ―

(―)
422.81 

479 830 

北海道支店 
(札幌市中央区) 

建設事業 78 43
(990.00)
35,104.37 

275 397 
46

〔34〕舗装資材 
製造販売事業 

144 185
(26,898.50)
64,652.44 

584 913 

東北支店 
(仙台市青葉区) 

建設事業 95 40
(9,196.83)
7,148.89 

122 258 
87

〔60〕舗装資材 
製造販売事業 

124 190
(14,766.41)
25,928.89 

424 739 

  建設事業 103 6
(6,621.48)
53.99 

6 117 

53
〔20〕

北陸支店 
(新潟県新潟市) 

舗装資材 
製造販売事業 

57 91
(2,616.00)
24,486.02 

180 329 

  
スポーツ関連事業 
及び不動産事業等 

43 ―
(―)

361.33 
46 89 

関東支店 
(東京都渋谷区) 
 千葉支店 
 (千葉市花見川区) 

建設事業 67 7
(23,444.81)
2,050.27 

1,896 1,971 
262
〔65〕舗装資材 

製造販売事業 
398 259

(34,400.05)
73,874.40 

5,080 5,738 

名古屋支店 
(名古屋市中区) 

建設事業 115 14
(14,511.77)
1,620.69 

29 159 
68

〔21〕舗装資材 
製造販売事業 

56 29
(12,956.00)
1,765.00 

16 101 

関西支店 
(大阪市北区) 
 中国支店 
 (広島市南区) 
 四国支店 
 (香川県高松市) 

建設事業 65 22
(2,374.00)
4,776.40 

50 138 
107
〔34〕

舗装資材 
製造販売事業 

98 155
(3,490.00)
28,964.74 

1,601 1,856 

九州支店 
(福岡市博多区) 
 沖縄支店 
 (沖縄県浦添市) 

建設事業 17 10
(3,223.16)

― 
― 27 

65
〔29〕舗装資材 

製造販売事業 
75 146

(7,354.00)
37,883.67 

452 674 

合計   2,123 1,530
(162,855.51)
327,120.80 

11,936 15,589 
777

〔278〕



(2) 国内子会社 

  

(注) １ 帳簿価額に建設仮勘定は含んでおりません。 

２ 帳簿価額のうち「機械運搬具等」には、機械装置、車輌運搬具、工具器具、備品、立木およびコース勘定が含まれており

ます。 

３ 土地および建物の一部を連結会社以外から賃借しており、土地の面積については、( )内に外書きで示しております。 

４ 従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は〔 〕内に外数で記載しております。 

５ 提出会社の本店には技術研究所および機材センターが含まれております。 

   ○技術研究所(栃木県) 

当社の技術研究所は、新技術・新工法の研究開発及び各種材料の試験・実験を行っております。 

   ○機材センター(栃木県) 

機材センターは建設工事施工の補助部門として、工事用機械器具等の整備、改造および管理、保管を行っておりま

す。 

６ 土地建物のうち賃貸中の主なもの 

  
７ 平成18年４月１日付をもって、提出会社の組織を次のとおり変更いたしました。 

(1) 関東支店を本社に編入し、新たに北関東支店、東関東支店、東京支店、横浜支店、関東製販事業部を設置いたしまし

た。 

(2) 関西支店を分割し、関西支店、中国支店といたしました。 

なお、四国支店につきましては、中国支店の支店内組織といたしました。 

  

会社名 
事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

帳簿価額(百万円)

従業員数
(人) 建物

構築物 
機械
運搬具等 

土地

合計 (賃借面積)
面積 (㎡) 

金額

㈱水戸 
プロパティー 

ロイヤル 
フォレスト 
ゴルフ倶楽部 
(茨城県水戸市) 

スポーツ関連事業 
及び不動産事業等 

85 162
(756,510.18)
256,995.63

245 493 
―
〔―〕

  土地(㎡) 建物(㎡) 

本店 ― 63.06 

東北支店 1,864.49 ― 

北陸支店 ― 1,163.79 

関東支店 101.00 ― 

関西支店 1,430.00 ― 

計 3,395.49 1,226.85 



３ 【設備の新設、除却等の計画】 

経営規模の拡大、施工の機械化などに伴い、機械設備などの拡充更新を推進しつつあり、当連結会計年度末現在に

おける計画を示すと次の通りであります。 

  

(1) 重要な設備の新設等 

  

  

(2) 重要な設備の除却等 

重要な設備の除却等の計画はありません。 

  

会社名 
事業所 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメントの名称 

内容

投資予定金額
(百万円) 

資金調達方法 備考 
総額 既支払額

提出会社 
 妙見島混合所 
 (江戸川区東葛西) 

舗装資材 
製造販売事業 

機械装置 330 ― 自己資金
リサイクル設備購
入 

提出会社 
 横浜混合所 
 (横浜市都筑区) 

舗装資材 
製造販売事業 

土地 255 ― 自己資金
コンクリート破砕
事業計画に伴う用
地の追加購入 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

  

② 【発行済株式】 

  

(注) １ ※１ Ａ種優先株式の内容 

(1) 残余財産の分配 
当会社の残余財産を分配するときは、Ａ種優先株式を有する株主(以下「Ａ種優先株主」という。)又はＡ種優先株式の

登録株式質権者(以下「Ａ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)

又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ａ種優先株式１株につき500円を支払う。 
Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。 

(2) 買受又は金銭を対価とする取得条項 
当会社は、法令で定める分配可能額(以下「分配可能額」という。)の範囲で、平成20年10月１日以降、いつでも、法令

の手続に従いＡ種優先株式を買受けることができる。 
また、当会社は、取締役会の決議により取得日として定めた日の到来により、分配可能額の範囲で、Ａ種優先株式の全

部または一部を取得することができる。ただし、Ａ種優先株式の一部を取得する場合、取得する株式の決定は、取締役会

の決議による。なお、１株あたりの買受価額又は本取得の対価は、Ａ種優先株主又はＡ種優先登録株式質権者に対して、

Ａ種優先株式１株につき払込金額に105％を乗じた価額とする。 
(3) 金銭を対価とする取得請求権 
Ａ種優先株主は、平成18年７月１日以降平成28年７月31日までの間において、毎年７月１日から同月31日までの間(以下

「償還可能期間」という。)、各償還可能期間開始時点の最終事業年度の貸借対照表確定時の法令で定める「分配可能額」

(以下「分配可能額」という。)から２億円を控除した額を上限として、Ａ種優先株式の全部または一部を１株あたり525円

で当会社に対して償還(Ａ種優先株式を取得し、その対価として金銭を交付することをいう。)を請求することができる。

ただし、「分配可能額」は最終事業年度の貸借対照表確定時に剰余金の分配をした場合は、当該分配額を「分配可能額」

から控除した金額とする。 
(4) 議決権 
Ａ種優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

(5) 株式の併合又は分割 
当会社は、法令に定める場合を除き、Ａ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。 

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 481,600,000

Ａ種優先株式 6,000,000

Ｂ種優先株式 12,400,000

計 500,000,000

種類 
事業年度末現在 
発行数(株) 

(平成18年３月31日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成18年６月29日)

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名

内容 

普通株式 121,453,965 121,453,965
東京証券取引所
(市場第一部) 

完全議決権株式であり、権利
内容に制限のない当社におけ
る基準となる株式 

Ａ種優先株式 6,000,000 6,000,000 ― ※１

Ｂ種優先株式 12,400,000 12,400,000 ― ※２

計 139,853,965 139,853,965 ― ― 



(6) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与 
当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、各々の場

合に応じて、普通株主には普通株式の、Ａ種優先株主にはＡ種優先株式の、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株

予約権の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。 
(7) 普通株式を対価とする取得請求権 
Ａ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有するＡ種優先株式を取得し、その対価としてＡ種優先株式１株あ

たり下記(ロ)(ｄ)に定める数の普通株式を交付すること(以下「転換」という。)を請求することができる。 
(イ)転換請求期間 

 平成21年４月１日から平成29年３月31日までとする。 

(ロ)転換の条件 

(a) 当初転換価額 
50円とする。 

(b) 転換価額の修正 
転換価額は、平成21年４月１日以降平成29年３月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までの各転換請求

可能日において、Ａ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場合には、当該転換請求可能日をもっ

て、当該転換請求可能日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に修正されるものとする(円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、かかる修正後転換価額は、当該転換請求がなされた

Ａ種優先株式を含むＡ種優先株式の全部に適用されるものとする。)。ただし、当該平均値が当初転換価額の60％に

相当する額(ただし、下記(c)の調整を受ける。)（以下「下限転換価額」という。)を下回る場合には、修正後転換価

額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を受け

る。)（以下「上限転換価額」という。)を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。 
(c) 転換価額の調整 

Ａ種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合その他一定の場合には、転換価額を

次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式を用いる計算については、円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 
  

  
また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。 

(d) 転換により発行すべき普通株式数 
Ａ種優先株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  

  
発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わ

ない。 
(8) 普通株式を対価とする取得条項 
当会社は転換を請求することができる期間中に転換請求のなかったＡ種優先株式を、同期間の末日の翌日をもって取得

し、その対価としてＡ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における転換価額で除して得られる数の普通株式を

交付する。普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取

扱う。 
(9) 優先順位 
優先株式相互間の残余財産の分配の支払順位は、別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式がＢ種優先株式に優先す

る。 

       
(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額 
調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

×
１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数

転換により発行 
すべき普通株式数 

＝ 
Ａ種優先株主が転換請求のために提出したＡ種優先株式の払込金額の総額 

転換価額 



２ ※２ Ｂ種優先株式の内容 

(1) 残余財産の分配 
当会社の残余財産を分配するときは、Ｂ種優先株式を有する株主(以下「Ｂ種優先株主」という。)又はＢ種優先株式の

登録株式質権者(以下「Ｂ種優先登録株式質権者」という。)に対し、普通株式を有する株主(以下「普通株主」という。)

又は普通株式の登録株式質権者に先立ち、Ｂ種優先株式１株につき500円を支払う。 
Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対しては、前記のほか残余財産の分配は行わない。 

(2) 買受又は金銭を対価とする取得条項 
当会社は、法令で定める分配可能額(以下「分配可能額」という。)の範囲で、いつでも、法令の手続に従いＢ種優先株

式を買受けることができる。 
また、当会社は、取締役会の決議により取得日として定めた日の到来により、分配可能額の範囲で、Ｂ種優先株式の全

部または一部を取得することができる。ただし、Ｂ種優先株式の一部を取得する場合、取得する株式の決定は、取締役会

の決議による。なお、１株あたりの買受価額又は本取得の対価は、Ｂ種優先株主又はＢ種優先登録株式質権者に対して、

Ｂ種優先株式１株につき払込金額に105％を乗じた価額とする。 
(3) 議決権 
Ｂ種優先株主は、法令に別段の定めある場合を除き、株主総会において議決権を有しない。 

(4) 株式の併合又は分割 
当会社は、法令に定める場合を除き、Ｂ種優先株式について、株式の併合又は分割は行わない。 

(5) 募集株式の割当てを受ける権利等の付与 
当会社は、株主に募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株予約権の割当てを受ける権利を与えるときは、各々の場

合に応じて、普通株主には普通株式の、Ｂ種優先株主にはＢ種優先株式の、募集株式の割当てを受ける権利又は募集新株

予約権の割当てを受ける権利を同時に同一の割合で与える。 
(6) 普通株式を対価とする取得請求権 
Ｂ種優先株主は、下記の条件にしたがって、その保有するＢ種優先株式を取得し、その対価としてＢ種優先株式１株あ

たり下記(ロ)(ｄ)に定める数の普通株式を交付すること(以下「転換」という。)を請求することができる。 
(イ)転換請求期間 

 平成18年４月１日から平成23年３月31日までとする。 

(ロ)転換の条件 

(a) 当初転換価額 
50円とする。 

(b) 転換価額の修正 
転換価額は、平成18年４月１日以降平成23年３月31日(当該日が営業日でない場合には翌営業日)までの各転換請求

可能日において、Ｂ種優先株式の全部又は一部について転換請求がなされる場合には、当該転換請求可能日をもっ

て、当該転換請求可能日に先立つ45取引日目に始まる30取引日の株式会社東京証券取引所における当会社の普通株式

の普通取引の毎日の終値(気配表示を含む。)の平均値(終値のない日数を除く。)に修正されるものとする(円位未満

小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。なお、かかる修正後転換価額は、当該転換請求がなされた

Ｂ種優先株式を含むＢ種優先株式の全部に適用されるものとする。)。ただし、当該平均値が当初転換価額の60％に

相当する額(ただし、下記(c)の調整を受ける。)（以下「下限転換価額」という。)を下回る場合には、修正後転換価

額は下限転換価額とする。また、当該平均値が当初転換価額の100％に相当する額(ただし、下記(c)の調整を受け

る。)（以下「上限転換価額」という。)を上回る場合には、修正後転換価額は上限転換価額とする。 
(c) 転換価額の調整 

Ｂ種優先株式発行後、時価を下回る払込金額で新たに普通株式を発行する場合その他一定の場合には、転換価額を

次に定める算式(以下「転換価額調整式」という。)により調整する。転換価額調整式を用いる計算については、円位

未満小数第２位まで算出し、その小数第２位を四捨五入する。 
  

  
また、合併等により転換価額の調整を必要とする場合には、取締役会が適当と判断する転換価額に調整される。 

       
(既発行普通株式数－自己株式数)＋

新規発行普通株式数×１株あたりの払込金額 
調整後 
転換価額 

＝ 
調整前 
転換価額 

×
１株あたりの時価

(既発行普通株式数－自己株式数)＋新規発行普通株式数



(d) 転換により発行すべき普通株式数 
Ｂ種優先株式の転換により発行すべき当会社の普通株式数は、次のとおりとする。 

  

  
発行すべき普通株式数の算出にあたって１株未満の端数が生じたときは、これを切り捨て、現金による調整は行わな

い。 
(7) 普通株式を対価とする取得条項 
当会社は転換を請求することができる期間中に転換請求のなかったＢ種優先株式を、同期間の末日の翌日をもって取得

し、その対価としてＢ種優先株式１株の払込金相当額を同期間の末日における転換価額で除して得られる数の普通株式を

交付する。普通株式数の算出に当たって１株に満たない端数が生じたときは、会社法第234条に定める方法によりこれを取

扱う。 
(8) 優先順位 
優先株式相互間の残余財産の分配の支払順位は、別段の定めがある場合を除き、Ａ種優先株式がＢ種優先株式に優先す

る。 
  

３ Ｂ種優先株式のうち8,400,000株につきましては、現物出資(借入金の株式化)により発行されたものであります。 

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

転換により発行 

すべき普通株式数 
＝ 
Ｂ種優先株主が転換請求のために提出したＢ種優先株式の払込金額の総額 

転換価額 



(3) 【発行済株式総数、資本金等の推移】 

  

(注) １ 資本準備金の減少は、欠損填補によるものであります。 

２ 平成17年６月29日開催の定時株主総会において資本減少(無償減資)の決議を行い、そのうち2,491百万円を欠損填補に充

当し、7,382百万円をその他資本剰余金に振り替えたものであります。 

３ 第三者割当増資によるものであります。 

４ 平成18年２月20日開催の臨時株主総会において資本減少(無償減資)および資本準備金減少の決議を行い、それぞれ全額を

その他資本剰余金に振り替えたものであります。 

  

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年６月29日 
(注)１ 

― 61,453,965 ― 10,970 △368 ―

平成17年８月16日 
(注)２ 

― 61,453,965 △9,873 1,097 ― ―

平成17年９月30日 
(注)３ 

78,400,000 139,853,965 6,100 7,197 6,100 6,100

平成18年３月23日 
(注)４ 

― 139,853,965 △5,197 2,000 △5,600 500

割当先 普通株式 フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資

事業組合 

東急建設株式会社 

  Ａ種優先株式 東急建設株式会社 

  Ｂ種優先株式 フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資

事業組合 

発行株式数 普通株式 60,000,000株 

  Ａ種優先株式  6,000,000株 

  Ｂ種優先株式 12,400,000株 

１株の発行価格 普通株式         50円 

  Ａ種優先株式        500円 

  Ｂ種優先株式        500円 

１株の資本組入額 普通株式         25円 

  Ａ種優先株式        250円 

  Ｂ種優先株式        250円 



(4) 【所有者別状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 自己株式120,460株は、「個人その他」の中に120単元、「単元未満株式の状況」の中に460株含めて記載しております。 

２ 上記「その他の法人」の中には、証券保管振替機構名義の株式が、２単元含まれております。 

  

② Ａ種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

③ Ｂ種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数(人) ― 37 36 282 25 ― 5,509 5,889 ―

所有株式数 
(単元) 

― 7,019 2,378 85,161 2,528 ― 23,749 120,835 618,965

所有株式数 
の割合(％) 

― 5.81 1.97 70.48 2.09 ― 19.65 100.00 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 6,000 ― ― ― 6,000 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―

区分 

株式の状況(１単元の株式数1,000株)

単元未満
株式の状況
(株) 

政府及び 
地方公共 
団体 

金融機関 証券会社 
その他の
法人 

外国法人等
個人
その他 

計 

個人以外 個人

株主数(人) ― ― ― 1 ― ― ― 1 ―

所有株式数 
(単元) 

― ― ― 12,400 ― ― ― 12,400 ―

所有株式数 
の割合(％) 

― ― ― 100.00 ― ― ― 100.00 ―



(5) 【大株主の状況】 

① 普通株式 

平成18年３月31日現在 

(注) フェニックス・キャピタル・パートナーズ・ツー投資事業組合は、平成17年９月30日に当社が第三者割当増資のため発行し

た株式のうち40,000千株を引受けたことにより、主要株主となりました。また、当該第三者割当増資に伴い東京急行電鉄株

式会社は主要株主ではなくなりました。 

  

② Ａ種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

③ Ｂ種優先株式 

平成18年３月31日現在 

  

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

フェニックス・キャピタル・パー
トナーズ・ツー投資事業組合 

東京都千代田区丸の内２－２－１ 40,000 32.93

東急建設株式会社 東京都渋谷区渋谷１－16－14 29,659 24.42

東京急行電鉄株式会社 東京都渋谷区南平台町５－６ 7,669 6.31

三菱商事株式会社 東京都千代田区丸の内２－６－３ 3,477 2.86

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町１－２－10 2,903 2.39

世紀東急工業従業員持株会 東京都港区芝公園２－９－３ 1,861 1.53

ビー・エヌ・ピー・パリバ・セキ
ュリティーズ(ジャパン)リミテッ
ド(ビー・エヌ・ピー・パリバ証
券会社) 

東京都千代田区大手町１－７－２ 1,688 1.39

松井証券株式会社(業務口) 東京都千代田区麹町１－４ 1,313 1.08

株式会社三菱東京UFJ銀行 東京都千代田区丸の内２－７－１ 650 0.54

株式会社みずほコーポレート銀行 東京都千代田区丸の内１－３－３ 649 0.54

計 ― 89,870 74.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

東急建設株式会社 東京都渋谷区渋谷１－16－14 6,000 100.00

計 ― 6,000 100.00

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

フェニックス・キャピタル・パー
トナーズ・ツー投資事業組合 

東京都千代田区丸の内２－２－１ 12,400 100.00

計 ― 12,400 100.00



(6) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 

平成18年３月31日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄の普通株式には、証券保管振替機構名義の株式が2,000株(議決権２個)含まれておりま

す。 

２ 「単元未満株式」欄の普通株式には、当社所有の自己株式460株が含まれております。 

  

② 【自己株式等】 

平成18年３月31日現在 

  

(7) 【ストックオプション制度の内容】 

該当事項はありません。 

  

２ 【自己株式の取得等の状況】 

(1) 【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

① 【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

該当事項はありません。 

  

② 【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

平成18年６月29日現在 

(注) 平成18年６月29日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は会社法第165条第２項の規定により、取締役

会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる。」旨を定款に定めております。 

  

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 
優先株式 

18,400,000 
―

「１ 株式等の状況」「(1) 株式の
総数等」「② 発行済株式」の「内
容」欄の記載参照 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 
普通株式 120,000

―
権利内容に制限のない当社における
基準となる株式 

完全議決権株式(その他) 
普通株式 

120,715,000 
120,715 同上 

単元未満株式 普通株式 618,965 ―
同上 

一単元(1,000株)未満の株式 

発行済株式総数 139,853,965 ― ― 

総株主の議決権 ― 120,715 ― 

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
世紀東急工業株式会社 

東京都港区芝公園 
２―９―３ 

120,000 ― 120,000 0.10

計 ― 120,000 ― 120,000 0.10

区分 株式の種類 株式数(株) 価額の総額(円) 

自己株式取得に係る決議 ― ― ― 



３ 【配当政策】 

当社は、道路舗装を中心に社会資本の整備に貢献する公共性の高い事業を行っており、長期的な視野に立った安定

的な経営基盤の確保を図ってまいりました。 

配当政策につきましては、重要事項の一つであると認識しており、当期の業績や財務内容、今後の経営環境等を総

合的に勘案して決定しております。 

しかしながら、当期の業績は、経常損失８億48百万円となり、さらに特別損失として166億53百万円を計上した結

果、当期純損失171億28百万円を計上するに至り、株主配当金につきましては誠に遺憾ながら無配とさせていただきま

した。 

今後につきましては、収益力の向上と財務体質の改善を推し進め、株主の皆さまのご期待に添うべく、早期復配を

目指して業績の挽回を期する所存であります。 

  

４ 【株価の推移】 

(1) 普通株式 

① 【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

② 【最近６月間の月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

(2) 優先株式 

① Ａ種優先株式 

② Ｂ種優先株式 

以上の各種優先株式は、いずれも証券取引所に上場されておりません。 

回次 第53期 第54期 第55期 第56期 第57期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高(円) 170 94 158 224 180 

最低(円) 66 45 55 98 123 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高(円) 150 167 154 165 180 161

最低(円) 140 145 141 140 128 133



５ 【役員の状況】 

  

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

代表取締役 
社長   奥 澤 靖 司 昭和14年９月27日生

昭和38年４月 東京急行電鉄株式会社入社 

92

平成８年７月 同社交通事業部副事業部長 

平成９年６月 当社専務取締役 

平成10年６月 当社取締役副社長 

平成12年６月 当社取締役社長(現) 

代表取締役 
専務 統括 佐 伯 清 之 昭和18年10月28日生

昭和42年３月 東急建設株式会社入社 

―

平成14年６月 同社常務取締役兼執行役員 

平成14年６月 当社監査役 

平成16年６月 東急建設株式会社取締役兼常務執

行役員 

平成17年６月 当社専務取締役(現) 

代表取締役 
専務 

技術部門管掌 
技術本部長 鳥 居 康 政 昭和17年９月８日生

昭和42年４月 日本道路公団入社 

30

平成６年12月 日本道路公団大阪建設局長 

平成11年５月 当社顧問 

平成12年４月 当社技術本部長(現) 

平成12年６月 当社専務取締役(現) 

代表取締役 
専務 

事業推進本部 
管掌 
技師長 

菊 地 賢 三 昭和21年３月31日生

昭和44年４月 建設省入省 

23

平成９年４月 建設省九州地方建設局長 

平成10年11月 (財)駐車場整備推進機構専務理事 

平成14年４月 当社顧問 

平成14年６月 当社専務取締役(現) 

平成14年６月 当社技師長(現) 

常務取締役 事業推進本部長 小 寺   浩 昭和21年10月22日生

昭和45年４月 東急道路株式会社入社

6

平成14年４月 当社生産本部合材部長

平成16年６月 当社取締役

平成18年４月 当社事業推進本部長(現)

平成18年６月 当社常務取締役(現)

取締役 技術本部担当 
役員 番 場 正 夫 昭和18年２月５日生 

昭和36年４月 建設省入省

21

平成８年４月 建設省関東地方建設局長野国道工

事事務所長 
平成10年７月 (財)道路新産業開発機構企画開発

部長 
平成12年７月 当社技術本部技術開発部担当部長 
平成14年６月 当社取締役(現)

平成18年４月 当社技術本部担当役員(現) 

取締役 東北支店長 中 川   幸 昭和20年12月10日生
昭和43年３月 当社入社

27平成14年４月 当社東北支店長(現)

平成16年６月 当社取締役(現)

取締役 事業推進本部 
営業第三部長 北 村 一 恭 昭和22年８月16日生

昭和45年４月 東急道路株式会社入社

15

平成12年４月 当社名古屋支店長

平成16年６月 当社取締役(現)

平成18年４月 当社事業推進本部営業第三部長 
(現) 

取締役 
事業推進本部 
副本部長兼 
営業第一部長 

安 達 廣 武 昭和20年５月７日生 

昭和45年４月 東急道路株式会社入社

9

平成14年４月 当社北陸支店長兼事務管理部長 
平成16年６月 当社取締役(現)

平成18年４月 当社事業推進本部副本部長兼営業

第一部長(現) 

取締役 管理部門管掌 
財務部長 佐 藤 俊 昭 昭和25年５月13日生

昭和49年４月 東急道路株式会社入社

2
平成10年４月 当社経理部長

平成16年６月 当社取締役(現)

平成18年４月 当社財務部長(現)

取締役 技術本部技術 
部長 奥 平 真 誠 昭和20年７月12日生

昭和44年４月 当社入社

5
平成12年４月 当社技術本部技術研究所長 
平成17年６月 当社取締役(現)

平成17年７月 当社技術本部技術部長(現) 



  

(注) １ 安東泰志、中原徹郎、山田豊彦の各取締役は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２ 田村 博、山田匡通、堀江俊一の各監査役は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３ 東急建設株式会社は、平成15年10月１日に会社分割しTCホールディングズ株式会社(同日に東急建設株式会社に商号変更)

に建設事業を継承し、同社は不動産事業会社となり商号をTCプロパティーズ株式会社に変更いたしました。 

  

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
(千株) 

取締役 関西支店長兼 
事務管理部長 奥 元 豊 貞 昭和24年１月28日生

昭和46年４月 東急道路株式会社入社

6

平成８年４月 当社中国支店工事部長

平成18年４月 当社関西支店長兼事務管理部長 
(現) 

平成18年６月 当社取締役(現)

取締役 
九州支店長兼 
事務管理部長 
兼製品部長 

伊 東 正 博 昭和22年６月20日生

昭和45年４月 当社入社

3

平成12年４月 当社関東第二支店工事部長 
平成16年７月 当社九州支店長兼事務管理部長兼

製品部長(現) 
平成18年６月 当社取締役(現)

取締役 

事業推進本部 
副本部長兼 
工務部長兼 
直轄事業部長 
兼北関東 
支店長 

會 田   清 昭和25年１月31日生

昭和48年４月 東急道路株式会社入社

―

平成17年４月 当社北陸支店長兼事務管理部長 
平成18年４月 当社事業推進本部副本部長兼工務

部長兼直轄事業部長兼北関東支店

長(現) 
平成18年６月 当社取締役(現)

取締役   安 東 泰 志 昭和33年９月22日生

平成14年３月 フェニックス・キャピタル株式会

社代表取締役CEO 
―平成17年６月 当社取締役(現)

平成18年３月 フェニックス・キャピタル株式会

社取締役CIO(現) 

取締役   中 原 徹 郎 昭和19年10月21日生

昭和42年４月 東京急行電鉄株式会社入社 

―

平成15年６月 同社常務取締役

平成16年６月 当社取締役(現)

平成17年６月 東京急行電鉄株式会社専務取締役 
(現) 

取締役   山 田 豊 彦 昭和20年11月14日生

昭和43年３月 東急建設株式会社入社

―

平成14年６月 同社常務取締役兼執行役員 
平成15年５月 TCホールディングズ株式会社取締

役社長 
平成15年10月 東急建設株式会社取締役社長(現) 
平成16年６月 当社取締役(現)

常勤監査役   尾 原 和 人 昭和18年10月26日生
昭和37年３月 東急建設株式会社入社

10平成12年４月 当社関東第二支店東関東支店長 
平成13年６月 当社常勤監査役(現)

常勤監査役   田 村   博 昭和23年８月24日生 

昭和48年４月 三菱商事株式会社入社

1

平成12年１月 オーストラリア三菱商事会社パー

ス支店長 
平成15年１月 三菱商事株式会社エネルギー事業

グループ付監査室長 
平成16年６月 当社常勤監査役(現)

監査役   山 田 匡 通 昭和15年５月５日生 

昭和39年４月 株式会社三菱銀行入社 

―

平成７年６月 同社常務取締役 

平成12年６月 株式会社東京三菱銀行専務取締役 

平成14年９月 三菱証券株式会社取締役会長 

平成16年６月 東京急行電鉄株式会社常勤監査役

(現) 

平成17年６月 当社監査役(現) 

監査役   堀 江 俊 一 昭和22年５月11日生

昭和45年４月 東急建設株式会社入社

―
平成16年４月 同社経営企画室長(現)

平成17年６月 同社執行役員(現)

平成18年６月 当社監査役(現)

計 251



６ 【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1) コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社はコーポレート・ガバナンスの充実を、継続的な企業価値向上を図るうえで重要な経営課題のひとつである

と認識しており、株主間の平等性を確保するとともに、株主をはじめとするすべてのステークホルダーの権利・利

益を尊重し、円滑な関係を構築していくため、経営の透明性、公正性の確保に努めております。 

  

(2) 会社の機関の内容 

当社の取締役会は、迅速な意思決定と監督機能の充実を図るため、原則として毎月開催しており、重要事項につ

いて決定するとともに、取締役の業務執行状況を監督いたしております。なお、監督機能の実効性をより高めるた

め、現在は社外取締役３名の体制をとっております。 

また、当社は監査役制度のもと企業統治の強化を図るため、監査役は４名(うち３名は社外監査役)のうち２名を

常勤監査役で構成しており、取締役会やその他重要な会議に出席するほか、主要な事業所の調査を積極的に実施

し、監査の充実に努めております。 

  

(3) 内部統制システムならびにリスク管理体制の整備の状況 

① 当社コーポレート・ガバナンス体制図 

 
  



② 内部統制システムならびにリスク管理体制の整備の状況 

内部統制システムの整備については、取締役の職務の執行が法令および定款に適合することを確保し、業務の

適正を確保するための重要な経営課題であると認識しております。 

当社は、業務分掌および権限の所在を明確化しており、各所管部署が適切に業務を遂行する体制を整備してお

ります。また、適法性をはじめ様々な観点から業務遂行の状況を監視するため、本社各部が部門横断的に連携

し、適宜各事業所における運営状況の調査、改善指導を行っており、その結果は随時取締役に報告されておりま

す。 

また、コンプライアンス経営によるリスク管理を推進するため、「東急グループコンプライアンス指針」に則

り「コンプライアンス行動規範」を制定するとともに、本社に専門部署を設置し、社内研修等、その実効性を確

保するための取組みを継続することにより、法令順守はもとより企業倫理や環境問題等の社会的責任に基づいた

企業行動の徹底を図っております。その他リスク管理の実効性をより高めるために、内部通報制度を構築するほ

か、各種規程・マニュアルを整備し、リスク管理の実効性確保に努めております。 

  

(4) 社外取締役および社外監査役との関係 

当社の社外取締役および社外監査役は以下のとおりであります。 

その他の関係会社である東急建設株式会社、東京急行電鉄株式会社および主要株主であるフェニックス・キャ

ピタル株式会社の役員に当社の社外取締役および社外監査役に就任いただいておりますが、取締役会の構成員と

して業務執行の監督機能を果たすほか、必要に応じて経営に対する助言をいただいているものであり、当社の独

立性は確保されているものと認識しております。 

なお、当社は東京急行電鉄株式会社を中核とする東急グループの一員として、開発事業の分野を担っており、

東急建設株式会社とは類似した事業を営んでおりますが、当社は舗装工事を中心に事業展開しており、同社とは

事業領域を相互に補完しうる関係にあるものと考えております。 

  

役職 氏名 他の法人等における主な役職

取締役(非常勤) 安 東 泰 志 フェニックス・キャピタル株式会社取締役CIO

取締役(非常勤) 中 原 徹 郎 東京急行電鉄株式会社専務取締役

取締役(非常勤) 山 田 豊 彦 東急建設株式会社取締役社長

監査役(常 勤) 田 村   博 ―

監査役(非常勤) 山 田 匡 通 東京急行電鉄株式会社常勤監査役

監査役(非常勤) 堀 江 俊 一 東急建設株式会社執行役員



(5) 役員報酬および監査報酬の内容 
  
当事業年度における当社の取締役ならびに監査役に対する役員報酬、および監査法人に対する監査報酬は以下の

とおりであります。 

  

(6) 会計監査の状況 

会計監査人である監査法人トーマツは指定社員・業務執行社員である寺澤 進、齋藤 淳の両氏が監査業務を執

行し、公認会計士２名、会計士補３名、その他１名がその補助を行っております。 

なお、当社の監査役は、会計監査人から会計監査の内容について説明を受けるほか、適時情報交換を行うなど会

計監査人との連携を図ることにより、監査の充実に努めております。 

  

役員報酬：取締役(社内)に支払った報酬 129百万円

     取締役(社外)に支払った報酬 ―

     監査役(社内)に支払った報酬 18百万円

     監査役(社外)に支払った報酬 9百万円

   

監査報酬：公認会計士法第２条第１項に 

規定する業務に基づく報酬 
21百万円

     上記以外の業務に基づく報酬 ―



第５ 【経理の状況】 

１ 連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和51年大蔵省令第28号。以

下「連結財務諸表規則」という。)に基づき作成し、「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)に準じて記載

しております。 

 ただし、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、株式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし

書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2) 当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和38年大蔵省令第59号。以下「財

務諸表等規則」という。)第２条の規定に基づき、同規則及び「建設業法施行規則」(昭和24年建設省令第14号)によ

り作成しております。 

 ただし、前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)については、「財務諸表等の用語、株式及び

作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」(平成16年１月30日内閣府令第５号)附則第２項のただし書き

により、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)及

び前事業年度(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで)並びに当連結会計年度(平成17年４月１日から平成18年３

月31日まで)及び当事業年度(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで)の連結財務諸表及び財務諸表について、監

査法人トーマツにより監査を受けております。 

  



１ 【連結財務諸表等】 

(1) 【連結財務諸表】 

① 【連結貸借対照表】 

  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(資産の部)    

Ⅰ 流動資産    

  現金預金 1,571 1,819  

  受取手形・完成工事 
  未収入金等 

35,056 28,271  

  未成工事支出金 1,719 3,863  

  その他たな卸資産 1,224 469  

  短期貸付金 8 ―  

  その他 1,483 1,932  

  貸倒引当金 △806 △1,042  

    流動資産合計 40,256 54.0 35,313 65.8

Ⅱ 固定資産    

 (1) 有形固定資産    

    建物・構築物 ※２ 11,682 9,357  

    機械・運搬具 
    ・工具器具備品 

16,478 16,113  

    土地 ※２ 19,545 12,267  

    建設仮勘定 13 51  

    その他 4,349 158  

    減価償却累計額 △20,978 △21,264  

     有形固定資産合計 31,090 41.7 16,685 31.1

 (2) 無形固定資産    

    その他 232 194  

     無形固定資産合計 232 0.3 194 0.4

 (3) 投資その他の資産    

    投資有価証券 ※１ 744 487  

    長期滞留債権 20,318 19,885  

    破産更生等債権 3,804 3,069  

    その他 1,146 860  

    貸倒引当金 △23,080 △22,848  

     投資その他の資産 
     合計 

2,933 4.0 1,454 2.7

    固定資産合計 34,256 46.0 18,334 34.2

Ⅲ 繰延資産    

  創立費 2 1  

    繰延資産合計 2 0.0 1 0.0

    資産合計 74,515 100.0 53,649 100.0

      



  

  

  
前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 構成比(％) 金額(百万円) 構成比(％)

(負債の部)    

Ⅰ 流動負債    

   支払手形・工事未払金等 24,847 24,002  

   短期借入金 ※2,5 24,184 3,201  

   未払法人税等 147 148  

   未成工事受入金 1,494 2,603  

   完成工事補償引当金 30 35  

   受注工事損失引当金 46 7  

   賞与引当金 252 90  

   その他 1,149 965  

    流動負債合計 52,153 70.0 31,055 57.9

Ⅱ 固定負債    

   長期借入金 ※2,5 5,246 15,165  

   退職給付引当金 2,522 2,745  

   その他 901 703  

    固定負債合計 8,669 11.6 18,613 34.7

    負債合計 60,823 81.6 49,668 92.6

     

(少数株主持分)    

  少数株主持分 6,689 9.0 ― ―

     

(資本の部)    

Ⅰ 資本金 ※４ 10,970 14.7 2,000 3.7

Ⅱ 資本剰余金 368 0.5 18,679 34.8

Ⅲ 利益剰余金 △4,507 △6.0 △16,866 △31.4

Ⅳ その他有価証券評価差額金 180 0.2 181 0.3

Ⅴ 自己株式 ※４ △9 △0.0 △14 △0.0

    資本合計 7,001 9.4 3,980 7.4

    負債、少数株主持分 
    及び資本合計 

74,515 100.0 53,649 100.0

      



② 【連結損益計算書】 

  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     

   完成工事高 53,685 46,063    

   製品売上高 15,949 17,597    

   不動産事業等売上高 644 70,279 100.0 543 64,204 100.0

Ⅱ 売上原価     

   完成工事原価 50,055 43,490    

   製品売上原価 13,944 15,553    

   不動産事業等売上原価 772 64,773 92.2 538 59,583 92.8

   売上総利益     

    完成工事総利益 3,629 2,572    

    製品売上総利益 2,005 2,043    

    不動産事業等売上 
    総利益 

― 4    

    不動産事業等売上 
    総損失 

128 5,506 7.8 ― 4,620 7.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  4,511 6.4 4,582 7.1

   営業利益  994 1.4 38 0.1

Ⅳ 営業外収益     

   受取利息 5 2    

   受取配当金 21 11    

   土地賃貸料 17 16    

   雑収入 15 59 0.1 10 41 0.1

Ⅴ 営業外費用     

   支払利息 733 505    

   新株発行費 ― 113    

   シンジケートローン組成 
   費用 

― 167    

   雑支出 5 739 1.1 64 851 1.3

   経常利益  315 0.4 ―  

   経常損失  ― 770 △1.2

      



  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅵ 特別利益     

   ゴルフ会員権償還益 5 15    

   投資有価証券売却益 ― 401    

   その他特別利益 1 6 0.0 10 426 0.7

Ⅶ 特別損失     

   固定資産売却損 ※３ 927 9    

   固定資産除却損 ※３ 35 9    

   貸倒損失 157 74    

   貸倒引当金繰入額 1,100 687    

   販売用不動産評価損 ― 792    

   減損損失 ※４ ― 14,989    

   財務再構築関連損失 ※５ ― 4,456    

   特別退職加算金 575 ―    

   事業整理損 ※６ 1,455 ―    

   その他特別損失 ※７ 56 4,308 6.1 451 21,471 33.4

   税金等調整前当期純損失  3,987 △5.7 21,814 △34.0

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 103 0.1 79 0.1

   少数株主損失  18 0.0 6,675 10.4

   当期純損失  4,072 △5.8 15,218 △23.7

      



③ 【連結剰余金計算書】 
  

  

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)  

Ⅰ 資本剰余金期首残高 368 368

Ⅱ 資本剰余金増加高  

   増資による新株の発行 ― 6,100  

   減資による増加高 ― ― 12,579 18,679

Ⅲ 資本剰余金減少高  

   資本準備金取崩高 ― ― 368 368

Ⅳ 資本剰余金期末残高 368 18,679

   

(利益剰余金の部)  

Ⅰ 利益剰余金期首残高 △434 △4,507

Ⅱ 利益剰余金増加高  

   資本準備金取崩高 ― 368  

   減資による増加高 ― ― 2,491 2,859

Ⅲ 利益剰余金減少高  

   当期純損失 4,072 4,072 15,218 15,218

Ⅳ 利益剰余金期末残高 △4,507 △16,866

   



④ 【連結キャッシュ・フロー計算書】 
  

   
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号

金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー    
   税金等調整前当期純損失(△)  △3,987 △21,814 

   減価償却費  1,144 836 

   減損損失  ― 14,989 

   貸倒引当金の増減額(減少：△)  792 4 

   賞与引当金の増減額(減少：△)  252 △162 

   退職給付引当金の増減額(減少：△)  △578 222 

   受取利息及び受取配当金  △26 △14 

   支払利息  733 505 

   新株発行費  ― 113 

   特別退職加算金  575 ― 

   有形固定資産売却損  927 9 

   有形固定資産除却損  35 9 

   投資有価証券売却益  ― △401 

   販売用不動産評価損  ― 792 

   財務再構築関連損失  ― 4,456 

   事業整理損  1,455 ― 

   売上債権の増減額(増加：△)  2,563 7,833 

   未成工事支出金の増減額(増加：△)  1,252 △2,143 

   仕入債務の増減額(減少：△)  △453 △845 

   未成工事受入金の増減額(減少：△)  △395 1,109 

   未払消費税等の増減額(減少：△)  116 △306 

   その他  95 △456 

    小計  4,503 4,739 
   利息及び配当金の受取額  26 14 

   利息の支払額  △731 △310 

   特別退職加算金の支払額  △575 ― 
   法人税等の支払額  △100 △136 

  営業活動によるキャッシュ・フロー  3,122 4,306 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー    
   有形固定資産の取得による支出  △992 △1,417 

   有形固定資産の売却による収入  950 96 

   投資有価証券の取得による支出  △4 △22 

   投資有価証券の売却による収入  1 679 

   子会社株式追加取得による支出  ― △370 

   ゴルフ会員権の売却による収入  53 48 

   短期貸付金の純増減額(増加：△)  △5 8 

   貸付による支出  △53 ― 

   貸付金の回収による収入  33 22 
   その他  △20 80 

  投資活動によるキャッシュ・フロー  △36 △875 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー    
   短期借入金の純増減額(減少：△)  △4,020 △16,406 

   長期借入れによる収入  4,300 16,165 

   長期借入金の返済による支出  △3,312 △10,823 

   株式の発行による収入  ― 7,886 
   その他  △5 △4 

  財務活動によるキャッシュ・フロー  △3,037 △3,182 
Ⅳ 現金及び現金同等物の増加額 
  または減少額(△) 

 47 248 

Ⅴ 現金及び現金同等物期首残高  1,523 1,571 

Ⅵ 現金及び現金同等物期末残高  1,571 1,819 
     



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

連結子会社名は「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載のとおりであ

ります。 

なお、前連結会計年度において連結子

会社であった株式会社ジイエスについ

ては、当連結会計年度において清算結

了したため、連結の範囲から除いてお

ります。 

連結子会社の数 ８社

連結子会社名は「第１ 企業の概況 ４

関係会社の状況」に記載のとおりであ

ります。 

  

連結子会社の数 ８社

  非連結子会社名 

 株式会社ロイヤルフォレストゴルフ

倶楽部 

 若栗建材株式会社 

非連結子会社は、その総資産、売上

高、過去５年間における平均の当期純

損益のうち持分に見合う額及び利益剰

余金のうち持分に見合う額等のそれぞ

れの合計額が、連結総資産、連結売上

高、過去５年間における平均の連結当

期純損益及び利益剰余金等の額に対し

て、いずれもその割合が僅少であり、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

おりません。 

非連結子会社名 

 株式会社ロイヤルフォレストゴルフ

倶楽部 

 若栗建材株式会社 

非連結子会社は、その総資産、売上

高、過去５年間における平均の当期純

損益のうち持分に見合う額及び利益剰

余金のうち持分に見合う額等のそれぞ

れの合計額が、連結総資産、連結売上

高、過去５年間における平均の連結当

期純損益及び利益剰余金等の額に対し

て、いずれもその割合が僅少であり、

連結財務諸表に重要な影響を及ぼして

おりません。 

２ 持分法の適用に関する事

項 

持分法適用の会社はありません。 

持分法非適用の非連結子会社名 

 株式会社ロイヤルフォレストゴルフ

倶楽部 

 若栗建材株式会社 

持分法適用の会社はありません。 

持分法非適用の非連結子会社名 

 株式会社ロイヤルフォレストゴルフ

倶楽部 

 若栗建材株式会社 

  持分法非適用の関連会社名 

 ガルフシール工業株式会社 

 能登アスコン株式会社 

 中外エンジニアリング株式会社 

持分法非適用の非連結子会社並びに関

連会社の過去５年間における平均の当

期純損益のうち持分に見合う額及び利

益剰余金のうち持分に見合う額等のそ

れぞれの合計額は、過去５年間におけ

る平均の連結当期純損益及び利益剰余

金等の額に対して、いずれもその割合

が僅少であり、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

持分法非適用の関連会社名 

 ガルフシール工業株式会社 

 能登アスコン株式会社 

 中外エンジニアリング株式会社 

持分法非適用の非連結子会社並びに関

連会社の過去５年間における平均の当

期純損益のうち持分に見合う額及び利

益剰余金のうち持分に見合う額等のそ

れぞれの合計額は、過去５年間におけ

る平均の連結当期純損益及び利益剰余

金等の額に対して、いずれもその割合

が僅少であり、連結財務諸表に重要な

影響を及ぼしておりません。 

３ 連結子会社の事業年度等

に関する事項 

連結財務諸表提出会社と一致しており

ます。 

同左 



  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

４ 会計処理基準に関する事

項 

 (1) 重要な資産の評価基準

及び評価方法 

  

  

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

    連結会計年度末日の市場価格

等に基づく時価法(評価差額

は全部資本直入法により処理

し、売却原価は移動平均法に

より算定) 

   時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

  

  

① 有価証券 

  その他有価証券 

   時価のあるもの 

同左 

  

  

  

  

   時価のないもの 

同左 

  ② デリバティブ 

  原則として時価法 

② デリバティブ 

同左 

  ③ たな卸資産 

  未成工事支出金及びその他たな卸

資産のうち販売用不動産 

   個別法による原価法 

③ たな卸資産 

  未成工事支出金及びその他たな卸

資産のうち販売用不動産 

同左 

    その他たな卸資産のうち材料貯蔵

品 

   移動平均法による原価法 

  その他たな卸資産のうち材料貯蔵

品 

同左 

 (2) 重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 

  定率法 

  ただし、平成10年４月１日以降の

新規取得の建物(建物附属設備を

除く)については、定額法によっ

ております。 

  なお、主な耐用年数は以下のとお

りであります。 

建物・構築物 ７～50年

機械・運搬具・

工具器具備品 
５～７年

① 有形固定資産 

同左 

  ② 無形固定資産 

  定額法 

  なお、自社利用のソフトウェアに

ついては、社内における利用可能

期間(５年)に基づく定額法によっ

ております。 

② 無形固定資産 

同左 

 (3) 繰延資産の処理方法 創立費は商法に定める最長期間(５年)

で均等償却しております。 

① 創立費は商法に定める最長期間

(５年)で均等償却しております。 

② 新株発行費は支出時に全額費用処

理しております。 

 (4) 重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 

  売上債権、貸付金等の貸倒による

損失に備えるため、一般債権につ

いては貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等の特定の債権について

は、個別に回収可能性を検討し、

回収不能見込額を計上しておりま

す。 

① 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  ② 完成工事補償引当金 

  完成工事のかし担保及びアフター

サービス等の支出に備えるため、

当連結会計年度の完成工事高に前

２期の補修費の実績割合を乗じた

額を引当計上しております。 

② 完成工事補償引当金 

同左 

  ③ 受注工事損失引当金 

  工事受注契約に係る将来の損失に

備えるため、当連結会計年度末に

おける工事受注契約に係る損失見

込額を計上しております。 

③ 受注工事損失引当金 

同左 

  ④ 賞与引当金 

  従業員の賞与支給に備えて、当連

結会計年度において負担すべき支

給見込額を計上しております。 

④ 賞与引当金 

同左 

  ⑤ 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、

当連結会計年度末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基

づき計上しております。 

  なお、会計基準変更時差異(1,769

百万円)については、15年による

按分額を費用処理しております。 

  過去勤務債務は、その発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一

定の年数(15年)による定額法によ

り費用処理しております。 

  数理計算上の差異は、各連結会計

年度の発生時における従業員の平

均残存勤務期間以内の一定の年数

(10年)による定額法により按分し

た額をそれぞれ発生の翌連結会計

年度から費用処理しております。 

⑤ 退職給付引当金 

同左 

 (5) 完成工事高の計上基準 完成工事高の計上は工事完成基準によ

っております。 

同左 

 (6) 重要なリース取引の処

理方法 

リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナン

ス・リース取引については、通常の賃

貸借取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

同左 



  

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (7) 重要なヘッジ会計の 

   方法 

① ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  なお、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引について

は、特例処理を適用しておりま

す。 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   金利スワップ 

  ヘッジ対象 

   借入金利息 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  ③ ヘッジ方針 

  金利変動リスクのある資産及び負

債については、ヘッジ比率、識別

方法、ヘッジ手段の選択肢等を社

内規定化し、厳格に管理しており

ます。 

③ ヘッジ方針 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象及びヘッジ手段につい

ては、取引開始前、中間連結決算

日及び連結決算日に個別取引毎の

ヘッジ効果を検証しております

が、特例処理によっている金利ス

ワップ取引については有効性の評

価を省略しております。 

④ ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

 (8) その他連結財務諸表作 

   成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

① 消費税等の会計処理 

同左 

  ② 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しておりま

す。 

② 連結納税制度の適用 
同左 

    

５ 連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価は全

面時価評価法によっております。 

同左 

６ 利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

連結剰余金計算書は、連結会社の利益

処分について連結会計年度中に確定し

た利益処分又は損失処理に基づいて作

成しております。 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

連結キャッシュ・フロー計算書におけ

る資金(現金及び現金同等物)は、手許

現金、随時引き出し可能な預金及び取

得日より３か月以内に満期日が到来す

る定期性預金からなっております。 

同左 



会計方針の変更 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (固定資産の減損会計に係る会計基準) 

 当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基

準(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固

定資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しており

ます。これにより当連結会計年度の営業利益は145百万

円増加、経常損失は同額減少し、税金等調整前当期純

損失は14,844百万円増加しております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の連結財務

諸表規則に基づき各資産から直接控除しております。 



注記事項 

(連結貸借対照表関係) 

  

  

前連結会計年度
(平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(平成18年３月31日) 

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対するもの

は次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 29百万円

※１ このうち非連結子会社及び関連会社に対するもの

は次のとおりであります。 

投資有価証券(株式) 29百万円

※２ 短期借入金2,003百万円に対して下記の資産を担

保に供しております。 

建物・構築物 288百万円

土地 9,200 

計 9,488 

※２ 短期借入金1,000百万円及び長期借入金15,165百

万円に対して下記の資産を担保に供しておりま

す。 

建物・構築物 269百万円

土地 8,508 

計 8,778 

３ 偶発債務(保証債務) 

  従業員の銀行借入金10百万円について保証を行って

おります。 

３ 偶発債務(保証債務) 

  従業員の銀行借入金９百万円について保証を行って

おります。 

※４ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

   なお、当社の発行済株式総数は普通株式61,453千

株であります。 

普通株式 89千株

※４ 自己株式の保有数 

   連結会社が保有する連結財務諸表提出会社の株式

の数は以下のとおりであります。 

   なお、当社の発行済株式総数は普通株式121,453

千株、Ａ種優先株式6,000千株及びＢ種優先株式

12,400千株であります。 

普通株式 120千株

※５        ――――――― ※５ 当社は平成17年９月に株式会社東京三菱銀行をア

レンジャーとする総額18,165百万円(うちターム

ローン16,165百万円、コミットメントライン

2,000百万円)のシンジケートローン契約を締結し

ております(ただし、平成18年３月31日現在、コ

ミットメントラインは未使用)。 

   なお、当該シンジケートローン契約には以下の財

務制限条項が付されております。 

  ① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対

照表における資本の部の金額を、平成18年３月

期においては30億円以上にそれぞれ維持し、平

成19年３月期以降の各決算期においては当該決

算期の直前の決算期または平成18年３月期の期

末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における

資本の部の金額のいずれか大きい方の75％以上

にそれぞれ維持すること。 

  ② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書にお

いて、２期連続して経常損失を計上しないこ

と。 

  ③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及

び連結キャッシュ・フロー計算書に係るトータ

ル・レバレッジ・レシオを、平成18年３月期に

おいては11.0以下に維持し、平成19年３月期以

降の各決算期においては10.0以下にそれぞれ維

持すること。 

  ④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレス

ト・カバレッジ・レシオ(当該損益計算書にお

ける「営業利益」の金額を「支払利息」の金額

で除した数値をいう。)を、平成18年３月期に

おいては2.0以上に維持し、平成19年３月期以

降の各期においては3.0以上にそれぞれ維持す

ること。 

   なお、平成18年３月31日現在においては、上記財

務制限条項の一部に抵触しておりますが、当該事

象について期限の利益喪失の権利行使をしない

旨、貸付人より同意を得ております。 



(連結損益計算書関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

従業員給与手当 1,984百万円

賞与引当金繰入額 95 

退職給付費用 285 

営業債権貸倒引当金繰入額 106 

※１ 主要な費目及び金額は、次のとおりであります。 

従業員給与手当 1,758百万円

賞与引当金繰入額 25 

退職給付費用 273 

営業債権貸倒引当金繰入額 608 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は293百万円で

あります。 

※２ 一般管理費に含まれる研究開発費は230百万円で

あります。 

※３ 固定資産売却損及び除却損の内容は次のとおりで

あります。 

固定資産売却損 

固定資産除却損 

土地 894百万円

機械装置 29 

その他 2 

計 927 

機械装置 29百万円

その他 6 

計 35 

※３ 固定資産売却損及び除却損の内容は次のとおりで

あります。 

固定資産売却損 

固定資産除却損 

電話加入権 5百万円

機械装置 2 

その他 2 

計 9 

建物・構築物 5百万円

機械装置 2 

その他 0 

計 9 

※４        ――――――― ※４ 当社グループは、当連結会計期間において、以下

の資産または資産グループについて減損損失を計

上しました。 
  

  
   減損損失を認識した事業用資産については、管理

会計上の事業所単位ごとに、また、賃貸用資産、

遊休資産及びゴルフ場については個別物件ごとに

グルーピングしております。 

   近年の著しい地価の下落やゴルフ場の収益性の悪

化により、上記資産または資産グループの帳簿価

額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減損

損失(14,989百万円)として特別損失に計上してお

ります。 

   その内訳は、建物・構築物2,673百万円、機械・

運搬具・工具器具備品104百万円、土地8,001百万

円、その他4,210百万円であります。 

   なお、当該資産グループの回収可能価額は、事業

用資産、賃貸用資産、ゴルフ場については使用価

値により、遊休資産については正味売却価額によ

り測定しております。 

   使用価値の算定に当たっては、事業用資産につい

ては将来キャッシュ・フローを3.5％で、賃貸用

資産及びゴルフ場については7.0％で割引いて算

定しております。 

用途 種類 場所 金額 

事業用資産

機械・運搬
具・工具器
具備品、土
地等 

東京都他 1,411百万円 

賃貸用資産
建物・構築
物、土地 

新潟県 205百万円 

遊休資産 土地 北海道 144百万円 

ゴルフ場
土地、
その他 

茨城県 13,228百万円 



  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

     また、正味売却価額の算定に当たっては、金額的

重要性に乏しいため固定資産税評価額に合理的な

調整を行って算出しております。 

※５        ――――――― ※５ 連結子会社が有していた当社向け貸付債権の売却

に伴う損失4,100百万円、及び追加取得した連結

子会社株式の評価損356百万円であります。 

※６ 株式会社ジイエス(連結子会社)の清算結了に伴う

損失であります。 

※６        ――――――― 

※７ その他特別損失の内訳は次のとおりであります。 

災害補償給付金 31百万円

その他 24 

計 56 

※７ その他特別損失の内訳は次のとおりであります。 

ローン・スワップ解約費用 155百万円

耐震強度偽装被害関連費用 133 

ゴルフ会員権評価損 124 

その他 37 

計 451 



(連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

(リース取引関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成17年３月31日現在) 

現金預金勘定 1,571百万円

現金及び現金同等物 1,571 

 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

(平成18年３月31日現在) 

現金預金勘定 1,819百万円

現金及び現金同等物 1,819 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・ 
運搬具・ 
工具器具 
備品 

79 49 30

１ リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額及び期末

残高相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械・
運搬具・
工具器具
備品 

50 37 12 

  ２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 17百万円

１年超 14

計 32

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 8百万円

１年超 6 

計 14 

  ３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 44百万円

減価償却費相当額 38

支払利息相当額 3

３ 支払リース料、減価償却費相当

額及び支払利息相当額 

支払リース料 18百万円

減価償却費相当額 15 

支払利息相当額 2 

  ４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残

存価額を零とする定額法によっ

ております。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取

得価額相当額との差額を利息相

当額とし、各期への配分方法に

ついては、利息法によっており

ます。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

    (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失

はありません。 

２ オペレーティング・リース 

  取引 

  該当ありません。 同左 



(有価証券関係) 

前連結会計年度(平成17年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成16年４月１日から平成17年３月31日まで) 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額 

  

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

 

    株式 282 466 183

    債券 ― ― ―

    その他 ― ― ―

    小計 282 466 183

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

 

    株式 ― ― ―

    債券 52 49 △3

    その他 8 8 △0

    小計 61 57 △3

合計 343 524 180

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

1百万円 ―百万円 ―百万円

その他有価証券 非上場株式 191百万円

  １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) ５年超10年以内(百万円)

債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 ― 49 ―

その他 ― 8 ―

合計 ― 57 ―



当連結会計年度(平成18年３月31日) 

１ その他有価証券で時価のあるもの 

  

  

２ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券(平成17年４月１日から平成18年３月31日まで) 

  

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容及び連結貸借対照表計上額 

  

４ その他有価証券のうち満期のあるものの今後の償還予定額 

  

  

種類 
取得原価
(百万円) 

連結貸借対照表計上額
(百万円) 

差額 
(百万円) 

(1) 連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えるもの 

 

    株式 58 238 180

    債券 ― ― ―

    その他 8 10 1

    小計 66 248 181

(2) 連結貸借対照表計上額が取得原
価を超えないもの 

 

    株式 ― ― ―

    債券 ― ― ―

    その他 ― ― ―

    小計 ― ― ―

合計 66 248 181

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額

679百万円 401百万円 △2百万円

その他有価証券 非上場株式 210百万円

  １年以内(百万円) １年超５年以内(百万円) ５年超10年以内(百万円)

債券  

  国債・地方債等 ― ― ―

  社債 ― ― ―

その他 ― 8 ―

合計 ― 8 ―



(デリバティブ取引関係) 

１ 取引の状況に関する事項 

  

  

２ 取引の時価等に関する事項 

前連結会計年度(平成16年４月１日～平成17年３月31日) 

デリバティブ取引は全てヘッジ会計を適用しているため、記載を省略しております。 

  

当連結会計年度(平成17年４月１日～平成18年３月31日) 

当連結会計年度(平成18年３月31日)期末残高がないため、該当事項はありません。 

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(1) 取引の内容 

連結財務諸表提出会社は、金利スワップ取引のデリ

バティブ取引を利用しております。 

(2) 取引に対する取組方針 

連結財務諸表提出会社は、対象となる資産・負債を

有するものに限りデリバティブ取引を利用し、投機

的取引及び短期的な売買差益を得ることを目的とす

る取引は行なわない方針であります。 

(3) 取引の利用目的 

連結財務諸表提出会社は、借入金に係る金利変動リ

スクを回避する目的で利用しております。 

また、連結財務諸表提出会社はデリバティブ取引を

利用して、ヘッジ会計を行なっております。ヘッジ

会計の方法については、「連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 ４会計処理基準に関する

事項(7)重要なヘッジ会計の方法」に記載しており

ます。 

(4) 取引に係るリスクの内容 

連結財務諸表提出会社の行なっているデリバティブ

取引は金利スワップ取引であり、市場金利の変動に

よるリスクを有しておりますが、取引の契約先は国

内の信用度の高い金融機関であるため、相手先の契

約不履行に係る信用リスクは殆どないと判断してお

ります。 

(5) 取引に係るリスク管理体制 

連結財務諸表提出会社は、取引の執行と管理に関す

る権限、責任、実務内容等を定めた内規に基づき、

管理部門管掌役員が取引の決裁を行い、経理部にお

いて取引の実行・管理を行なっております。 

(1) 取引の内容 

同左 

  

(2) 取引に対する取組方針 

同左 

  

  

  

(3) 取引の利用目的 

同左 

  

  

  

  

  

  

  

(4) 取引に係るリスクの内容 

同左 

  

  

  

  

  

(5) 取引に係るリスク管理体制 

同左 



(退職給付関係) 

１ 採用している退職給付制度の概要 

  当社及び連結子会社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度及び退職一時金制度を設けております。 

  

２ 退職給付債務に関する事項 

(注) １ 提出会社は過年度において、退職給付制度における給付水準減額の制度変更を行ったため、過去勤務債務(債務の減

額)が発生しております。 

２ 連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

  

３ 退職給付費用に関する事項 

(注) １ 簡便法を採用している連結子会社の退職給付費用は「イ 勤務費用」に含めております。 

２ 「２ 退職給付債務に関する事項」(注)１に記載の過去勤務債務に係る当連結会計年度の費用処理額であります。 

  

４ 退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  (前連結会計年度末) (当連結会計年度末) 

イ 退職給付債務 △6,055百万円 △6,171百万円 

ロ 年金資産 1,203 1,457 

ハ 未積立退職給付債務(イ＋ロ) △4,851 △4,714 

ニ 会計基準変更時差異の未処理額 1,179 1,061 

ホ 未認識数理計算上の差異 1,616 1,333 

ヘ 未認識過去勤務債務(債務の減額) (注)１ △466 △426 

ト 連結貸借対照表計上額純額(ハ＋ニ＋ホ＋ヘ) △2,522 △2,745 

チ 前払年金費用 ― ― 

リ 退職給付引当金(ト－チ) △2,522 △2,745 

  (前連結会計年度) (当連結会計年度) 

イ 勤務費用 289百万円 247百万円 

ロ 利息費用 175 151 

ハ 期待運用収益 △58 △42 

ニ 会計基準変更時差異の費用処理額 117 117 

ホ 数理計算上の差異の費用処理額 184 219 

ヘ 過去勤務債務の費用処理額 (注)２ △40 △40 

ト 臨時に支払った割増退職金 575 ― 

チ 退職給付費用(イ＋ロ＋ハ＋ニ＋ホ＋ヘ＋ト) 1,245 653 

  (前連結会計年度) (当連結会計年度) 

イ 退職給付見込額の期間配分方法 勤務期間を基準とする方法 同左 

ロ 割引率 2.5％ 同左 

ハ 期待運用収益率 3.5％ 同左 

ニ 過去勤務債務の額の処理年数 

  

15年(発生時の従業員の平均残存

勤務期間以内の一定の年数による

定額法) 

同左 

ホ 数理計算上の差異の処理年数 

  

  

10年(各連結会計年度の発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数による定額法に

より按分した額をそれぞれ翌連結

会計年度から費用処理しておりま

す) 

同左 

ヘ 会計基準変更時差異の処理年数 15年 同左 



(税効果会計関係) 

  

  

前連結会計年度
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産   

  貸倒引当金損金算入限度超過額 1,817百万円

  退職給付引当金繰入限度超過額 963 

  長期販売用会員権評価損 307 

  投資有価証券評価損 121 

  ゴルフ会員権評価損 213 

  繰越欠損金 4,426 

  その他 167 

 繰延税金資産小計 8,017 

 評価性引当額 △8,017 

   繰延税金資産合計 ― 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

 繰延税金資産   

  貸倒引当金損金算入限度超過額 1,474百万円

  退職給付引当金繰入限度超過額 1,116 

  長期販売用会員権評価損 319 

  投資有価証券評価損 121 

  ゴルフ会員権評価損 182 

  減損損失 716 

  販売用不動産評価損 349 

  繰越欠損金 6,981 

  その他 107 

 繰延税金資産小計 11,369 

 評価性引当額 △11,369 

   繰延税金資産合計 ― 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

  

 法定実効税率 40.7％

 (調整)   

  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目 

△1.0 

  住民税均等割等 △2.3 

  評価性引当額 △39.8 

  その他 △0.2 

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率 

△2.6 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.7％

 (調整)   

 交際費等永久に損金に
  算入されない項目 

△0.2 

  住民税均等割等 △0.4 

  評価性引当額 △40.4 

  その他 △0.1 

税効果会計適用後の
 法人税等の負担率 

△0.4 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

  
建設事業 
(百万円) 

舗装資材
製造販売 
事業 
(百万円) 

スポーツ
関連事業 
及び不動産 
事業等 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

53,685 15,949 644 70,279 ― 70,279

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 7,478 500 7,978 (7,978) ―

計 53,685 23,428 1,144 78,258 (7,978) 70,279

  営業費用 51,997 21,962 1,259 75,219 (5,934) 69,284

  営業利益 
  (又は営業損失(△)) 

1,687 1,466 △115 3,038 (2,043) 994

Ⅱ 資産、減価償却費 
  及び資本的支出 

    

  資産 33,824 21,145 15,628 70,598 3,916 74,515

  減価償却費 218 502 352 1,073 71 1,144

  資本的支出 189 597 202 989 66 1,056

  
建設事業 
(百万円) 

舗装資材
製造販売 
事業 
(百万円) 

スポーツ
関連事業 
及び不動産 
事業等 
(百万円) 

計
(百万円) 

消去又は全社 
(百万円) 

連結 
(百万円) 

Ⅰ 売上高及び営業損益     

  売上高     

 (1) 外部顧客に対する 
   売上高 

46,063 17,597 543 64,204 ― 64,204

 (2) セグメント間の内部 
   売上高又は振替高 

― 7,971 486 8,458 (8,458) ―

計 46,063 25,569 1,030 72,663 (8,458) 64,204

  営業費用 45,271 24,040 993 70,305 (6,140) 64,165

  営業利益 792 1,528 36 2,357 (2,318) 38

Ⅱ 資産、減価償却費、 
  減損損失及び資本的支出 

    

  資産 29,218 19,838 2,125 51,181 2,467 53,649

  減価償却費 165 462 161 789 46 836

  減損損失 ― 1,411 13,432 14,844 144 14,989

  資本的支出 23 468 971 1,463 82 1,546



(注) (1) 事業区分の方法 

      日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。 

(2) 各事業区分に属する主要な内容 

    建設事業……………………舗装、土木、建築工事その他建設工事全般に関する事業 

    舗装資材製造販売事業……アスファルト合材等舗装資材の製造販売に関する事業 

    スポーツ関連事業…………スポーツ関連事業及び不動産開発等その他事業 

    及び不動産事業等 

(3) 前連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,048百万円であり、そ

の主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用であります。 

   当連結会計年度における営業費用のうち消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用の金額は2,316百万円であり、そ

の主なものは、提出会社本社の管理部門に係る費用であります。 

(4) 前連結会計年度において資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は6,189百万円であり、 

   その主なものは、提出会社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理部門に係る資産等で

あります。 

   当連結会計年度において資産のうち消去又は全社の項目に含めた全社資産の金額は4,835百万円であり、その主なもの

は、提出会社での余資運用資金(現金預金)、長期投資資金(投資有価証券等)及び管理部門に係る資産等であります。 

(5) 会計方針の変更 

   (当連結会計年度) 

   会計方針の変更の注記に記載のとおり、当連結会計年度より、固定資産の減損に係る会計基準(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企業会計審議会平成14年８月９日))及び「固定資産の減損に係る会計基準の適用指

針」(企業会計基準適用指針６号平成15年10月31日)を適用しております。これにより、スポーツ関連事業及び不動産事

業等について営業利益が145百万円増加しております。なお、スポーツ関連事業及び不動産事業等以外の事業については

セグメント情報に与える影響はありません。 

  

【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度及び当連結会計年度については、在外連結子会社及び在外支店がないため記載しておりませ

ん。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度及び当連結会計年度においては、海外売上高がないため記載しておりません。 

  



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

  

(注) 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 

(2) 舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

１ 親会社及び法人主要株主等 

  

(注) 上記取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 工事の請負については、工事ごとに見積額を提示したうえで、一般取引先と同様の条件で決定されております。 

(2) 舗装資材の販売については、市場価格、総原価等を勘案したうえで販売単価を決定しております。 

  

２ 兄弟会社等 

  

  

取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 資金の借入は、資金管理を東急グループ全体で統合管理するキャッシュマネジメントシステムに係るものであり、

期末残高を記載しております。 

(2) 利率については市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目 

期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他 
の関係 
会社 

東急建設 
㈱ 

東京都 
渋谷区 

28,401 建設業 
(被所有)

直接15.92 

兼任

２人 
転籍 
３人 

工事の

請負 
舗装資 
材の販 
売 

完成工事高 

製品売上高 

  

  

1,983 

50 

  

受取手形・ 
完成工事 
未収入金等 

1,247

未成工事 
受入金 

3

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目 

期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他 
の関係 
会社 

東急建設 
㈱ 

東京都 
渋谷区 

28,401 建設業 
(被所有)

直接24.6 

兼任

2人 
転籍 

2人 

工事の

請負 
舗装資 
材の販 
売 

完成工事高 

製品売上高 

  

  

1,932 

37 

  

受取手形・ 
完成工事 
未収入金等 

752

未成工事 
受入金 

49

属性 
会社等 
の名称 

住所 
資本金又 
は出資金 
(百万円) 

事業の内容 
又は職業 

議決権等

の所有 
(被所有)割合

(％) 

関係内容

取引の内容
取引金額

(百万円)
科目 

期末残高

(百万円)役員の

兼任等 
事業上

の関係 

その他 
の関係 
会社の 
子会社 

東急ファイ

ナンスアン

ドアカウン

ティング㈱ 

東京都 
渋谷区 

280 

東急グルー 
プに対する 
金銭の貸 
付・受入等 

― なし

運転資

金の貸 
借 

資金の借入 

支払利息 

2,201 

19 

短期借入金 

未払費用 

2,201 

2 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、平成17年５月27日開催の取締役会において、当連結会計年度における欠損金を一掃するため、発行済株

式総数の変更を伴わない無償減資の方法で、平成17年３月31日現在の資本の額10,970,329,500円を9,873,296,550円

減少して1,097,032,950円とする旨を決議し、平成17年６月29日開催の株主総会において承認可決されました。 

なお、当社は平成17年５月27日、フェニックス・キャピタル株式会社との間で、同社または同社が組成する投資

事業組合に対して総額80億円規模を目処に、平成17年９月払込みにて第三者割当による新株発行を行うことで基本

合意いたしました。また当社の筆頭株主である東急建設株式会社からは、同日、総額40億円規模の第三者割当増資

の引受に関し、内諾を受けております。 

  

当連結会計年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

項目 
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 114.10円 28.49円

１株当たり当期純損失 66.35円 151.19円

  潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式はあ

るものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

  
前連結会計年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

連結損益計算書上の当期純損失(百万円) 4,072 15,218

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(百万円) 4,072 15,218

普通株式の期中平均株式数(千株) 61,390 100,655

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

――――――― Ａ種優先株式
6,000,000株 

Ｂ種優先株式 
12,400,000株 

上記優先株式の概要について
は、「第４提出会社の状況 １
株式等の状況 (1)株式の総数
等 ②発行済株式」に記載のと
おりであります。 

減資の日程 株主総会決議日 平成17年６月29日 

  債権者異議申述最終期日 平成17年８月15日 

  減資の効力発生日 平成17年８月16日 

  ――――――   

      

      



⑤ 【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

  

(注) １ 「平均利率」については、期末借入残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ 長期借入金(１年以内に返済予定のものを除く)の連結決算日後５年以内における返済予定額は以下のとおりであります。

  

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

平均利率
(％) 

返済期限 

短期借入金 18,608 2,201 0.89 ― 

１年以内に返済予定の長期借入金 5,577 1,000 1.76 ― 

長期借入金(１年以内に返済予定
のものを除く) 

5,246 15,165 1.87 平成19年～平成22年

合計 29,430 18,366 1.75 ― 

区分 
１年超２年以内 
(百万円) 

２年超３年以内
(百万円) 

３年超４年以内
(百万円) 

４年超５年以内 
(百万円) 

長期借入金 1,000 1,000 1,000 12,165



２ 【財務諸表等】 

(1) 【財務諸表】 

① 【貸借対照表】 
  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(資産の部)     

Ⅰ 流動資産     

   現金預金  1,405 1,766  

   受取手形 ※１  5,633 3,309  

   完成工事未収入金 ※１  22,813 18,080  

   売掛金 ※１  5,854 6,278  

   販売用不動産  912 102  

   未成工事支出金  1,696 3,688  

   材料貯蔵品  284 339  

   短期貸付金 ※１  625 534  

   前払費用  196 76  

   未収入金 ※１  1,303 1,320  

   その他  169 626  

   貸倒引当金  △768 △984  

   流動資産合計  40,128 55.0 35,139 66.6

Ⅱ 固定資産     

 (1) 有形固定資産     

    建物 ※２ 4,028 4,216    

    減価償却累計額 △2,559 1,469 △2,638 1,577  

    構築物 2,101 2,080    

    減価償却累計額 △1,451 649 △1,535 545  

    機械装置 13,624 13,431    

    減価償却累計額 △11,946 1,677 △12,107 1,323  

    車輌運搬具 292 201    

    減価償却累計額 △236 56 △176 25  

    工具器具・備品 1,177 1,181    

    減価償却累計額 △971 206 △1,000 181  

    土地 ※２  12,731 11,936  

    建設仮勘定  13 51  

   有形固定資産計  16,804 23.0 15,641 29.6



  

  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

 (2) 無形固定資産     

    営業権  33 16  

    借地権  27 27  

    電話加入権  54 49  

    その他  87 71  

   無形固定資産計  202 0.3 164 0.3

 (3) 投資その他の資産     

    投資有価証券  712 455  

    関係会社株式  12,915 405  

    長期貸付金  75 63  

    関係会社長期貸付金  119 109  

    長期滞留債権  20,318 19,885  

    破産更生等債権  3,755 3,021  

    ゴルフ会員権等  571 417  

    その他  353 262  

    貸倒引当金  △23,021 △22,787  

   投資その他の資産計  15,798 21.7 1,832 3.5

   固定資産合計  32,806 45.0 17,638 33.4

   資産合計  72,934 100.0 52,777 100.0

      



  

  
前事業年度

(平成17年３月31日) 
当事業年度 

(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比
(％) 

(負債の部)     

Ⅰ 流動負債     

   支払手形  8,432 8,432  

   工事未払金  12,059 10,070  

   買掛金  4,100 5,233  

   短期借入金 ※2,5  24,844 3,786  

   未払金  174 201  

   未払法人税等  147 129  

   未成工事受入金  1,494 2,546  

   預り金  41 41  

   完成工事補償引当金  30 35  

   受注工事損失引当金  46 7  

   賞与引当金  247 86  

   固定資産購入支払手形  146 109  

   その他  532 450  

   流動負債合計  52,297 71.7 31,131 59.0

Ⅱ 固定負債     

   長期借入金 ※2,5  5,246 15,165  

   関係会社長期借入金  4,200 ―  

   退職給付引当金  2,517 2,738  

   長期預り金  23 23  

   固定負債合計  11,987 16.4 17,927 34.0

   負債合計  64,284 88.1 49,059 93.0

      

(資本の部)     

Ⅰ 資本金 ※３  10,970 15.0 2,000 3.8

Ⅱ 資本剰余金     

   資本準備金  368 500  

   その他資本剰余金     

    資本金及び資本準備金 
    減少差益 

 ― 18,179  

    資本剰余金合計  368 0.5 18,679 35.4

Ⅲ 利益剰余金     

   当期未処理損失  2,859 17,128  

    利益剰余金合計  △2,859 △3.9 △17,128 △32.5

Ⅳ その他有価証券評価差額金  180 0.3 181 0.3

Ⅴ 自己株式 ※４  △9 △0.0 △14 △0.0

   資本合計  8,649 11.9 3,718 7.0

   負債・資本合計  72,934 100.0 52,777 100.0

      



② 【損益計算書】 

  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高    

   完成工事高 52,530 44,705   

   製品等売上高 15,944 68,474 100.0 17,647 62,353 100.0

Ⅱ 売上原価    

   完成工事原価 49,079 42,302   

   製品等売上原価 13,955 63,035 92.1 15,597 57,899 92.9

  売上総利益    

   完成工事総利益 3,450 2,403   

   製品等売上総利益 1,989 5,439 7.9 2,050 4,453 7.1

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１    

   役員報酬 176 157   

   従業員給与手当 1,941 1,715   

   賞与引当金繰入額 90 23   

   退職給付費用 275 264   

   法定福利費 290 273   

   福利厚生費 61 72   

   修繕維持費 22 24   

   事務用品費 109 103   

   通信交通費 388 366   

   動力用水光熱費 22 19   

   調査研究費 110 112   

   広告宣伝費 42 44   

   営業債権貸倒損失 16 30   

   営業債権貸倒引当金 
   繰入額 

106 598   

   交際費 85 74   

   寄付金 4 4   

   地代家賃 151 142   

   減価償却費 71 46   

   租税公課 176 150   

   保険料 17 20   

   雑費 193 4,356 6.4 186 4,431 7.1

   営業利益  1,083 1.6 22 0.0



  

  

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円)
百分比
(％) 

金額(百万円) 
百分比
(％) 

Ⅳ 営業外収益    

   受取利息 ※２ 13 10   

   受取配当金 10 11   

   土地賃貸料 21 16   

   雑収入 13 58 0.1 13 52 0.1

Ⅴ 営業外費用    

   支払利息 ※２ 915 581   

   新株発行費 ― 113   

   シンジケートローン組成 
   費用 

― 167   

   雑支出 3 918 1.3 60 922 1.5

   経常利益  223 0.3   

   経常損失  848 △1.4

Ⅵ 特別利益    

   固定資産売却益 ※３ ― 6   

   ゴルフ会員権償還益 5 15   

   投資有価証券売却益 ― 5 0.0 401 423 0.7

Ⅶ 特別損失    

   固定資産売却損 ※４ 927 9   

   固定資産除却損 ※５ 34 9   

   貸倒損失 157 74   

   貸倒引当金繰入額 1,077 674   

   販売用不動産評価損 ― 792   

   子会社株式評価損 ― 12,879   

   減損損失 ※６ ― 1,761   

   特別退職加算金 575 ―   

   子会社整理損 ※７ 1,455 ―   

   その他特別損失 ※８ 56 4,284 6.3 451 16,653 26.7

   税引前当期純損失  4,056 △5.9 17,078 △27.4

   法人税、住民税 
   及び事業税 

 40 0.1 50 0.1

   当期純損失  4,096 △6.0 17,128 △27.5

   前期繰越利益  1,236 ― 

   前期繰越損失  ― 2,491 

   資本金減少による 
   繰越損失填補額 

 ― 2,491 

   当期未処理損失  2,859 17,128 

     



完成工事原価報告書 

  

(注) １ 原価計算の方法は、個別原価計算を採用しております。 

２ 工事機械の減価償却費、修繕費及び管理に要する諸費用並びに社員給料は予定配賦によって経費に計上し、それによって

生ずる原価差額は一定の基準により完成及び未成工事に按分配賦しております。 

  

製品等製造原価報告書 

  

(注) １ 原価計算の方法は、製品原価については実際原価による単純総合原価計算を、不動産事業原価については個別原価計算を

採用しております。 

２ 内部振替原価は、当社の請負工事に使用した製品の実際原価をもって振替えたものであります。 

  

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

材料費   12,682 25.8 10,840 25.6 

労務費   8,750 17.8 7,695 18.2 

(うち労務外注費)   (8,251) (16.8) (7,207) (17.0)

外注費   18,356 37.5 15,047 35.6 

経費   9,289 18.9 8,717 20.6 

(うち人件費)   (3,957) (8.1) (3,281) (7.8)

計 49,079 100.0 42,302 100.0 

    
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記
番号 

金額(百万円)
構成比
(％) 

金額(百万円) 
構成比 
(％) 

材料費   6,497 30.9 7,027 30.5 

労務費   465 2.2 443 1.9 

経費   14,041 66.9 15,594 67.6 

(うち人件費)   (1,064) (5.1) (1,039) (4.5)

当期総製造費用   21,004 100.0 23,065 100.0 

内部振替原価   7,114 7,509   

当期製品製造原価   13,890 15,555   

不動産事業売上原価   65 42   

計 13,955 15,597   



③ 【損失処理計算書】 

  

(注) 日付は株主総会決議年月日であります。 

  

  
前事業年度

(平成17年６月29日) 
当事業年度 

(平成18年６月29日) 

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 

(当期未処理損失の処理)   

Ⅰ 当期未処理損失  2,859 17,128

Ⅱ 損失処理額   

 資本準備金取崩額  368 ―  

 その他資本剰余金 
 取崩額 

 ― 368 17,128 17,128

Ⅲ 次期繰越損失  2,491 ―

    

(その他資本剰余金の処分)   

Ⅰ その他資本剰余金  ― 18,179

Ⅱ その他資本剰余金処分額   

 当期未処理損失への 
 充当額 

 ― ― 17,128 17,128

Ⅲ その他資本剰余金 
  次期繰越額 

 ― 1,050

    



重要な会計方針 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

   移動平均法による原価法 

(2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

    決算日の市場価格等に基づく

時価法(評価差額は全部資本直

入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定) 

 ② 時価のないもの 

    移動平均法による原価法 

(1) 子会社株式及び関連会社株式 

同左 

(2) その他有価証券 

 ① 時価のあるもの 

同左 

  

  

  

 ② 時価のないもの 

同左 

２ デリバティブ 原則として時価法 同左 

３ たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1) 未成工事支出金及び販売用不動産 

   個別法による原価法 

(2) 材料貯蔵品 

   移動平均法による原価法 

(1) 未成工事支出金及び販売用不動産 

同左 

(2) 材料貯蔵品 

同左 

４ 固定資産の減価償却の方法 (1) 有形固定資産 

   定率法 

   ただし、平成10年４月１日以降

の新規取得の建物(建物附属設備

を除く)については、定額法によ

っております。 

   なお、主な耐用年数は以下のと

おりであります。 

    建物       ７～50年 

    機械装置     ５～７年 

(1) 有形固定資産 

同左 

  (2) 無形固定資産 

   定額法 

   なお、自社利用のソフトウェア

については、社内における利用

可能期間(５年)に基づく定額法

によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

５ 繰延資産の処理方法 ――――――― 新株発行費 

 支出時に全額費用として処理してお

ります。 

６ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

   売上債権、貸付金等の貸倒によ

る損失に備えるため、一般債権

については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等の特定の債権に

ついては、個別に回収可能性を

検討し、回収不能見込額を計上

しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 



  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

  (2) 完成工事補償引当金 
完成工事のかし担保及びアフタ
ーサービス等の支出に備えるた
め、当期の完成工事高に前２期
の補修費の実績割合を乗じた額
を引当計上しております。 

(2) 完成工事補償引当金 
同左 

  (3) 受注工事損失引当金 
工事受注契約に係る将来の損失
に備えるため、当期末における
工事受注契約に係る損失見込額
を計上しております。 

(3) 受注工事損失引当金 
同左 

  (4) 賞与引当金 
従業員の賞与支給に備えて、当
期の負担すべき支給見込額を計
上しております。 

(4) 賞与引当金 
同左 

  (5) 退職給付引当金 
   従業員の退職給付に備えるた

め、当期末における退職給付債
務及び年金資産の見込額に基づ
き計上しております。 

   なお、会計基準変更時差異
(1,769百万円)については、15
年による按分額を費用処理して
おります。 

   過去勤務債務は、その発生時の
従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数(15年)による定額
法により費用処理しておりま
す。 

   数理計算上の差異は、各事業年
度の発生時における従業員の平
均残存勤務期間内の一定の年数
(10年)による定額法により按分
した額をそれぞれ発生の翌期よ
り費用処理しております。 

(5) 退職給付引当金 
同左 

７ 収益及び費用の計上基準 完成工事高の計上基準 
 完成工事高の計上は、工事完成基準
によっております。 

完成工事高の計上基準 
同左 

８ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借主に移転する
と認められるもの以外のファイナン
ス・リース取引については、通常の賃
貸借取引に係る方法に準じた会計処理
によっております。 

同左 



  

  

会計方針の変更 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

９ ヘッジ会計の方法 (1) ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理 

  なお、特例処理の要件を満たして

いる金利スワップ取引について

は、特例処理を適用しておりま

す。 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

  ヘッジ手段 

   金利スワップ 

  ヘッジ対象 

   借入金利息 

(3) ヘッジ方針 

  金利変動リスクのある資産及び負

債については、ヘッジ比率、識別

方法、ヘッジ手段の選択肢等を社

内規定化し、厳格に管理しており

ます。 

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象及びヘッジ手段につい

ては、取引開始以前、中間決算日

及び決算日に個別取引毎のヘッジ

効果を検証しておりますが、特例

処理によっている金利スワップ取

引については有効性の評価を省略

しております。 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

  

  

  

  

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

  

  

  

(3) ヘッジ方針 

同左 

  

  

  

  

(4) ヘッジ有効性評価の方法 

同左 

10 その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

  消費税及び地方消費税の会計処理

は税抜方式によっております。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

  (2) 連結納税制度の適用 

  連結納税制度を適用しておりま

す。 

(2) 連結納税制度の適用 

同左 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

――――――― (固定資産の減損会計に係る会計基準) 

 当事業年度より、固定資産の減損に係る会計基準

(「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」(企業会計審議会 平成14年８月９日))及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第６号 平成15年10月31日)を適用しておりま

す。これにより税引前当期純損失は1,761百万円増加し

ております。 

 なお、減損損失累計額については、改正後の財務諸表

等規則に基づき各資産から直接控除しております。 



注記事項 

(貸借対照表関係) 

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

受取手形 899百万円

完成工事未収入金 807 

売掛金 341 

その他の資産 1,054 

※１ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

受取手形 554百万円

完成工事未収入金 839 

売掛金 512 

短期貸付金 534 

※２ 短期借入金2,003百万円に対して下記の資産を担

保に供しております。 

 建物 272百万円

 土地 9,200 

 計 9,473 

※２ 短期借入金1,000百万円及び長期借入金15,165百

万円に対して下記の資産を担保に供しておりま

す。 

建物 251百万円

土地 8,508 

計 8,759 

※３ 会社が発行する株式の総数 

   発行済株式総数 

 普通株式 200,000千株

 普通株式 61,453千株

※３ 会社が発行する株式の総数 

   発行済株式総数 

普通株式 481,600千株

Ａ種優先株式 6,000 

Ｂ種優先株式 12,400 

普通株式 121,453千株

Ａ種優先株式 6,000 

Ｂ種優先株式 12,400 

※４ 自己株式の保有数 

 普通株式 89千株

※４ 自己株式の保有数 

普通株式 120千株

※５        ――――――― ※５ 当社は平成17年９月に株式会社東京三菱銀行をア

レンジャーとする総額18,165百万円(うちターム

ローン16,165百万円、コミットメントライン

2,000百万円)のシンジケートローン契約を締結し

ております(ただし、平成18年３月31日現在、コ

ミットメントラインは未使用)。 

   なお、当該シンジケートローン契約には以下の財

務制限条項が付されております。 

  ① 各決算期の期末日の貸借対照表及び連結貸借対

照表における資本の部の金額を、平成18年３月

期においては30億円以上にそれぞれ維持し、平

成19年３月期以降の各決算期においては当該決

算期の直前の決算期または平成18年３月期の期

末日の貸借対照表及び連結貸借対照表における

資本の部の金額のいずれか大きい方の75％以上

にそれぞれ維持すること。 

  ② 各決算期の損益計算書及び連結損益計算書にお

いて、２期連続して経常損失を計上しないこ

と。 

  ③ 各決算期の連結貸借対照表、連結損益計算書及

び連結キャッシュ・フロー計算書に係るトータ

ル・レバレッジ・レシオを、平成18年３月期に

おいては11.0以下に維持し、平成19年３月期以

降の各決算期においては10.0以下にそれぞれ維

持すること。 



  

  

(損益計算書関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

    ④ 各決算期の連結損益計算書におけるインタレス

ト・カバレッジ・レシオ(当該損益計算書にお

ける「営業利益」の金額を「支払利息」の金額

で除した数値をいう。)を、平成18年３月期に

おいては2.0以上に維持し、平成19年３月期以

降の各期においては3.0以上にそれぞれ維持す

ること。 

    なお、平成18年３月31日現在においては、上記

財務制限条項の一部に抵触しておりますが、当

該事象について期限の利益喪失の権利行使をし

ない旨、貸付人より同意を得ております。 

 ６ 偶発債務(保証債務) 

   従業員の銀行借入金10百万円について保証を行っ

ております。 

 ６ 偶発債務(保証債務) 

   従業員の銀行借入金９百万円について保証を行っ

ております。 

 ７ 資本の欠損 

   資本の欠損の額は2,869百万円であります。 

 ７       ――――――― 

 ８ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は180百

万円であります。 

 ８ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は181百

万円であります。 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は293百万円で

あります。 

※１ 一般管理費に含まれる研究開発費は230百万円で

あります。 

※２ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

 受取利息 9百万円

 支払利息 181 

※２ このうち関係会社に対するものは次のとおりであ

ります。 

受取利息 7百万円

支払利息 76 

  ※３ 固定資産売却益の内訳は次の通りであります。 

車輌運搬具 4百万円

機械装置 2 

計 6 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

土地 894百万円

機械装置 29 

その他 2 

計 927 

※４ 固定資産売却損の内訳は次のとおりであります。 

電話加入権 5百万円

機械装置 2 

その他 2 

計 9 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

機械装置 29百万円

その他 5 

計 34 

※５ 固定資産除却損の内訳は次のとおりであります。 

建物・構築物 5百万円

機械装置 2 

その他 0 

計 9 



  

  

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※６        ――――――― ※６ 当社は、当事業年度において、以下の資産または

資産グループについて減損損失を計上しておりま

す。 
  

  
   減損損失を認識した事業用資産については、管理

会計上の事業所単位ごとに、また、賃貸用資産お

よび遊休資産について個別物件ごとにグルーピン

グしております。 

   近年の著しい地価の下落により、上記資産または

資産グループの帳簿価額を回収可能価額まで減額

し、当該減少額を減損損失(1,761百万円)として

特別損失に計上しております。 

   その内訳は、建物・構築物175百万円、機械・運

搬具、工具器具・備品66百万円、土地1,519百万

円であります。 

   なお、当該資産グループの回収可能価額は、事業

用資産および賃貸用資産については使用価値によ

り、遊休資産については正味売却価額により測定

しております。 

   使用価値の算定に当たっては、事業用資産につい

ては将来キャッシュ・フローを3.5％で、賃貸用

資産については7.0％で割引いて算定しておりま

す。 

   また、正味売却価額の算定に当たっては、金額的

重要性に乏しいため固定資産税評価額に合理的な

調整を行って算出しております。 

用途 種類 場所 金額 

事業用資産

機械・運搬
具、工具器
具・備品、
土地等 

東京都他 1,411百万円 

賃貸用資産
建物・構築
物、土地 

新潟県 205百万円 

遊休資産 土地 北海道 144百万円 

※７ 株式会社ジイエス(連結子会社)の清算結了に伴う

損失であります。 

※７        ――――――― 

※８ その他特別損失の内訳は次のとおりであります。 

災害補償給付金 31百万円

その他 24 

計 56 

※８ その他特別損失の内訳は次のとおりであります。 

ローン・スワップ解約費用 155百万円

耐震強度偽装被害関連費用 133 

ゴルフ会員権評価損 124 

その他 37 

計 451 



(リース取引関係) 

  

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借

主に移転すると認められ

るもの以外のファイナン

ス・リース取引 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

  
取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却
累計額 
相当額 
(百万円)

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 529 216 313 

車輌 
運搬具 

122 91 30 

工具器具 
・備品 

15 5 9 

合計 666 313 352 

１ リース物件の取得価額相当額、減

価償却累計額相当額及び期末残高

相当額 

取得価額
相当額 
(百万円)

減価償却 
累計額 
相当額 
(百万円) 

期末残高
相当額 
(百万円)

機械装置 519 242 277 

車輌
運搬具 

85 44 41 

工具器具
・備品 

15 8 6 

合計 620 295 325 

  ２ 未経過リース料期末残高相当額 

 １年以内 120百万円

 １年超 236

 計 357

２ 未経過リース料期末残高相当額 

１年以内 110百万円

１年超 219 

計 330 

  ３ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 163百万円

減価償却費相当額 155

支払利息相当額 6

３ 支払リース料、減価償却費相当額

及び支払利息相当額 

支払リース料 140百万円

減価償却費相当額 134 

支払利息相当額 6 

  ４ 減価償却費相当額の算定方法 

  リース期間を耐用年数とし、残存

価額を零とする定額法によってお

ります。 

４ 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

  ５ 利息相当額の算定方法 

  リース料総額とリース物件の取得

価額相当額との差額を利息相当額

とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。 

５ 利息相当額の算定方法 

同左 

    (減損損失について) 

 リース資産に配分された減損損失は

ありません。 

２ オペレーティング・リー

ス取引 

  該当ありません。 同左 



(有価証券関係) 

前事業年度(平成17年３月31日)及び当事業年度(平成18年３月31日)において子会社株式及び関連会社株式で時価

のあるものはありません。 

  

(税効果会計関係) 

  

  

前事業年度 
(平成17年３月31日) 

当事業年度
(平成18年３月31日) 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

 繰延税金資産  

  貸倒引当金損金算入限度超過額 1,797百万円

  退職給付引当金繰入限度超過額 961 

  長期販売用会員権評価損 307 

  投資有価証券評価損 121 

  ゴルフ会員権評価損 213 

  繰越欠損金 4,293 

  その他 164 

 繰延税金資産小計 7,858 

 評価性引当額 △7,858 

 繰延税金資産合計 ― 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

  

 繰延税金資産  

  貸倒引当金損金算入限度超過額 1,470百万円

  退職給付引当金繰入限度超過額 1,114 

  長期販売用会員権評価損 319 

  投資有価証券評価損 121 

  ゴルフ会員権評価損 182 

  子会社株式評価損 5,242 

  減損損失 716 

  販売用不動産評価損 349 

  繰越欠損金 5,269 

  その他 81 

 繰延税金資産小計 14,869 

 評価性引当額 △14,869 

 繰延税金資産合計 ― 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

 法定実効税率 40.7％

 (調整)  

  交際費等永久に損金に 
  算入されない項目 

△1.0 

  住民税均等割等 △2.2 

  連結納税適用による受領額 0.7 

  評価性引当額 △39.1 

  その他 △0.1 

 税効果会計適用後の 
 法人税等の負担率 

△1.0 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原

因となった主要な項目別の内訳 

法定実効税率 40.7％

(調整)  

 交際費等永久に損金に
  算入されない項目 

△0.2 

 住民税均等割等 △0.4 

 評価性引当額 △40.6 

 その他 0.2 

税効果会計適用後の
 法人税等の負担率 

△0.3 



(１株当たり情報) 

  

(注) １株当たり当期純損失の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

(重要な後発事象) 

前事業年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日) 

当社は、平成17年５月27日開催の取締役会において、当事業年度における欠損金を一掃するため、発行済株式総

数の変更を伴わない無償減資の方法で、平成17年３月31日現在の資本の額10,970,329,500円を9,873,296,550円減少

して1,097,032,950円とする旨を決議し、平成17年６月29日開催の株主総会において承認可決されました。 

なお、当社は平成17年５月27日、フェニックス・キャピタル株式会社との間で、同社または同社が組成する投資

事業組合に対して総額80億円規模を目処に、平成17年９月払込みにて第三者割当による新株発行を行うことで基本

合意いたしました。また当社の筆頭株主である東急建設株式会社からは、同日、総額40億円規模の第三者割当増資

の引受に関し、内諾を受けております。 

  

当事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

  

項目 
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１株当たり純資産額 140.95円 26.61円

１株当たり当期純損失 66.73円 170.17円

  

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益については、潜在株式がないため

記載しておりません。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益については、潜在株式はあ

るものの１株当たり当期純損失であ

るため記載しておりません。 

  
前事業年度

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

損益計算書上の当期純損失(百万円) 4,096 17,128

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ―

普通株式に係る当期純損失(百万円) 4,096 17,128

普通株式の期中平均株式数(千株) 61,390 100,655

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益の算定に含まれなかっ
た潜在株式の概要 

――――――― Ａ種優先株式
6,000,000株 

Ｂ種優先株式 
12,400,000株 

上記優先株式の概要について
は、「第４提出会社の状況 １
株式等の状況 (1)株式の総数
等 ②発行済株式」に記載のと
おりであります。 

減資の日程 株主総会決議日 平成17年６月29日 

  債権者異議申述最終期日 平成17年８月15日 

  減資の効力発生日 平成17年８月16日 

  ―――――――   

      

      



④ 【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数(株) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価 
証券 

その他有 
価証券 

関西国際空港㈱ 2,000 100 

㈱みずほフィナンシャルグルー
プ 

100 96 

㈱三菱UFJフィナンシャル・グ
ループ 

47 85 

シンレキ工業㈱ 70,000 45 

凸版印刷㈱ 20,452 33 

中部国際空港㈱ 506 25 

みずほ信託銀行㈱ 51,348 19 

大成工務㈱ 24,000 12 

北世建設㈱ 10,800 6 

館野建設㈱ 5,000 5 

他18銘柄 16,402 17 

小計 200,655 445 

計 200,655 445 

種類及び銘柄 投資口数(口) 貸借対照表計上額(百万円)

投資有価 
証券 

その他有 
価証券 

(証券投資信託の受益証券) 
みずほインベスターズ証券 

  

 業種選択オープン 
 (インデックス型) 

10,790,117 10 

小計 10,790,117 10 

計 10,790,117 10 



【有形固定資産等明細表】 

  

(注) １ 「当期減少額」欄の( )内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

２ 当期償却額674百万円は工事原価に178百万円、製品等製造原価に431百万円、販売費及び一般管理費に46百万円計上して

おります。 

３ 長期前払費用は、契約期間等にもとづき均等額を償却しております。また、貸借対照表においては、投資その他の資産の

「その他」に含まれております。 

４ 主な増減は次のとおりであります。 

  

資産の種類 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額 
(百万円) 

当期減少額
(百万円) 

当期末残高
(百万円) 

当期末減価
償却累計額 
又は償却 
累計額 
(百万円) 

当期償却額 
(百万円) 

差引当期末 
残高 
(百万円) 

有形固定資産        

 建物 4,028 
※１ 

380 
192
(139)

4,216 2,638 129 1,577

 構築物 2,101 34 
54
(35)

2,080 1,535 89 545

 機械装置 13,624 163 
※２ 

356 
(65)

13,431 12,107 395 1,323

 車輌運搬具 292 ― 91 201 176 15 25

 工具器具・備品 1,177 20 
16
(0)

1,181 1,000 43 181

 土地 12,731 
※３ 

724 
1,519
(1,519)

11,936 ― ― 11,936

 建設仮勘定 13 58 20 51 ― ― 51

有形固定資産計 33,969 1,382 
2,251
(1,761)

33,100 17,458 674 15,641

無形固定資産        

 営業権 82 ― ― 82 66 16 16

 借地権 27 ― ― 27 ― ― 27

 電話加入権 54 ― 5 49 ― ― 49

 その他 127 10 ― 138 67 26 71

無形固定資産計 292 10 5 297 132 43 164

長期前払費用 6 ― 2 4 3 0 0

繰延資産        

 ― ― ― ― ― ― ― ―

繰延資産計 ― ― ― ― ― ― ―

※１ アーバン武蔵小金井マンション 購入 350百万円

※２ 函館合材工場一部譲渡 売却 143百万円

※３ アーバン武蔵小金井マンション用地 購入 479百万円

  多摩合材工場用地 購入 158百万円

  横浜合材工場用地 購入 85百万円



【資本金等明細表】 

  

(注) １ 資本金の当期増加額6,100百万円は、平成17年９月30日に実行された第三者割当増資によるものであります。また当期減

少額15,070百万円は、平成17年６月29日開催の定時株主総会決議に基づく無償減資(9,873百万円)および平成18年２月20

日臨時株主総会決議に基づく無償減資(5,197百万円)によるものであります。 

２ 資本準備金の当期増加額6,100百万円は、上記第三者割当増資によるものであります。また当期減少額5,968百万円は、平

成17年６月29日開催の定時株主総会決議に基づく欠損てん補額(368百万円)および平成18年２月20日臨時株主総会決議に

基づくその他資本剰余金への振替額(5,600百万円)であります。 

３ その他資本剰余金の当期増加額18,179百万円は、平成17年６月29日開催の定時株主総会決議に基づく無償減資のうち、欠

損のてん補に充当しなかった額(7,382百万円)ならびに平成18年２月20日臨時株主総会決議に基づく無償減資(5,197百万

円)および資本準備金からの振替額(5,600百万円)であります。 

４ 資本残高には株式発行のない資本の額15百万円が含まれております。 

５ 当期末における自己株式数は、120,460株であります。 

  

【引当金明細表】 

  

(注) 貸倒引当金の当期減少額(その他)139百万円は、洗替による戻入額111百万円及び回収等による戻入額28百万円であります。 

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 

資本金 (百万円) 10,970 6,100 15,070 2,000

資本金のうち 
既発行株式 

普通株式 (株) (61,453,965) (60,000,000) (―) (121,453,965)

普通株式 (百万円) 10,955 1,500 ― 12,455

Ａ種優先株式 (株) (―) (6,000,000) (―) (6,000,000)

Ａ種優先株式 (百万円) ― 1,500 ― 1,500

Ｂ種優先株式 (株) (―) (12,400,000) (―) (12,400,000)

Ｂ種優先株式 (百万円) ― 3,100 ― 3,100

計 (株) (61,453,965) (78,400,000) (―) (139,853,965)

計 (百万円) 10,955 6,100 15,070 1,985

資本準備金及び 
その他資本剰余金 

資本準備金      

 株式払込剰余金 (百万円) 368 6,100 5,968 500

その他資本剰余金      

 資本金及び資本
 準備金減少差益 

(百万円) ― 18,179 ― 18,179

計 (百万円) 368 24,279 5,968 18,679

区分 
前期末残高 
(百万円) 

当期増加額
(百万円) 

当期減少額
(目的使用) 
(百万円) 

当期減少額
(その他) 
(百万円) 

当期末残高 
(百万円) 

貸倒引当金 23,790 1,495 1,373 139 23,772

完成工事補償引当金 30 35 30 ― 35

受注工事損失引当金 46 7 46 ― 7

賞与引当金 247 86 247 ― 86



(2) 【主な資産及び負債の内容】 

① 資産の部 

(イ)現金預金 

  

  

(ロ)受取手形 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 決済月別内訳 

  

  

区分 金額(百万円)

現金 69

預金 

普通預金 1,666

別段預金 30

計 1,697

合計 1,766

相手先 金額(百万円)

新世紀工業㈱ 554

㈱アール建設 115

三井住建道路㈱ 110

東亜道路工業㈱ 77

日本道路㈱ 76

その他 2,375

計 3,309

決済月 金額(百万円) 決済月 金額(百万円) 

平成18年４月 1,061 平成18年10月 5

    ５月 409    11月 3

    ６月 549    12月 3

    ７月 827 平成19年１月以降 36

    ８月 378  

    ９月 34 計 3,309



(ハ)完成工事未収入金 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 完成工事未収入金滞留状況 

  

(ニ)売掛金 

(a) 相手先別内訳 

  

  

相手先 金額(百万円)

国土交通省関東地方整備局 2,064

東急建設㈱ 741

国土交通省九州地方整備局 425

日本道路公団東京管理局 402

国土交通省北陸地方整備局 377

その他 14,069

計 18,080

 平成18年３月期計上額 16,833百万円 

 平成17年３月期以前計上額 1,246 

 計 18,080 

相手先 金額(百万円)

新世紀工業㈱ 472

日本道路㈱ 135

東京道路工業㈱ 58

セントラルリバー建設㈱ 49

三井住建道路㈱ 49

その他 5,512

計 6,278



(b) 売掛金発生及び回収並びに滞留状況 

  

(注) 消費税等の会計処理は税抜方式を採用しておりますが、上記当期発生高には消費税等が含まれております。 

  

(ホ)販売用不動産 
  

  

(ヘ)未成工事支出金 
  

(注) 期末残高の内訳は次のとおりであります。 

  

(ト)材料貯蔵品 

  

前期繰越高 
(百万円) 
(Ａ) 

当期発生高 
(百万円) 
(Ｂ) 

当期回収高 
(百万円) 
(Ｃ) 

次期繰越高
(百万円) 
(Ｄ) 

回収率(％) 
  

(Ｃ)
×100

(Ａ)＋(Ｂ)

滞留期間(日) 
  

｛(Ａ)＋(Ｄ)｝÷2
(Ｂ)÷365 

5,854 18,490 18,067 6,278 74.2 120.1

地域 面積(㎡) 金額(百万円) 

北陸 32,614.12 70 

中国 2,065.29 29 

北海道 2,394.00 2 

東北 632.69 0 

計 37,706.10 102 

前期繰越高 
(百万円) 

当期支出高 
(百万円) 

完成工事原価へ振替額
(百万円) 

次期繰越高 
(百万円) 

1,696 44,294 42,302 3,688

材料費 934百万円

労務費 486 

外注費 1,278 

経費 988 

計 3,688 

 砕石・砂等 147百万円

 アスファルト・重油等 115 

 その他 76 

 計 339 



(チ)長期滞留債権 

  

(リ)破産更生等債権 

  

 ㈱日経団スポーツクラブ 8,827百万円

 常陽産業㈱ 8,221 

 大東グリーン開発㈱ 1,500 

 その他 1,336 

 計 19,885 

 千代田都市開発㈱ 730百万円

 ㈱黒羽カントリークラブ 609 

 大木建設㈱ 425 

 平成興発㈱ 284 

 その他 971 

 計 3,021 



② 負債の部 

(イ)支払手形 

(a) 相手先別内訳 

  

  

(b) 決済月別内訳 

  

  

(ロ)工事未払金 

  

  

相手先 金額(百万円)

エムシー・エネルギー㈱ 381

コスモ石油販売㈱ 217

ニチレキ㈱ 212

㈱NIPPOコーポレーション 184

㈱ジェイエック 144

その他 7,291

計 8,432

決済月 金額(百万円)

平成18年４月 3,248

    ５月 2,736

    ６月 2,284

    ７月 162

計 8,432

相手先 金額(百万円)

西尾レントオール㈱ 129

ユナイト㈱ 117

東急ジオックス㈱ 64

㈲ミカミメカニック 63

シンレキ工業㈱ 52

その他 9,641

計 10,070



(ハ)買掛金 
  

  

(ニ)短期借入金 
  

  

(ホ)未成工事受入金 
  

  

(ヘ)長期借入金 
  

  

(ト)退職給付引当金 
  

  

相手先 金額(百万円)

コスモ石油販売㈱ 272

エムシー・エネルギー㈱ 242

新世紀工業㈱ 216

ニチレキ㈱ 177

㈱NIPPOコーポレーション 144

その他 4,180

計 5,233

借入先 金額(百万円)

東急ファイナンスアンドアカウンティング㈱ 2,201

新世紀工業㈱ 505

㈱水戸プロパティー 60

その他 20

長期借入金からの振替分 1,000

計 3,786

前期繰越高 
(百万円) 

当期受入額 
(百万円) 

完成工事高への振替額
(百万円) 

次期繰越高 
(百万円) 

1,494 31,147 30,095 2,546

借入先 金額(百万円)

㈱三菱東京UFJ銀行 4,550

㈱みずほコーポレート銀行 4,323

㈱三井住友銀行 3,759

その他 2,533

計 15,165

区分 金額(百万円)

未積立退職給付債務 4,707

会計基準変更時差異の未処理額 △1,061

未認識数理計算上の差異 △1,333

未認識過去勤務債務(債務の減額) 426

計 2,738



(3) 【その他】 

該当事項はありません。 

  



第６ 【提出会社の株式事務の概要】 

  

  

決算期 ３月31日

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日

株券の種類 
100株券、500株券、1,000株券、10,000株券、100,000株券
上記の他に100株未満株数を表示する株券を発行することができます。 

中間配当基準日 ９月30日

１単元の株式数 1,000株

株式の名義書換え   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社  

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  名義書換手数料 無料 

  新券交付手数料 無料 

株券喪失登録   

  株券喪失登録請求料 １件につき 10,000円 

  株券登録料 １枚につき  500円 

単元未満株式の買取り   

  取扱場所 
東京都千代田区丸の内一丁目４番４号
住友信託銀行株式会社 証券代行部 

  株主名簿管理人 
大阪市中央区北浜四丁目５番33号
住友信託銀行株式会社 

  取次所 住友信託銀行株式会社 全国本支店

  買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額

公告掲載方法 
電子公告(http://www.seikitokyu.co.jp/koukoku/index.html)
なお、事故その他やむを得ない事由により電子公告による公告をすることができない
場合は日本経済新聞に掲載して行います。 

株主に対する特典 ありません。 



第７ 【提出会社の参考情報】 

１ 【提出会社の親会社等の情報】 

当社に親会社等はありません。 

  

２ 【その他の参考情報】 

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間において関東財務局長に提出した証券取引法第25条第１項各

号に掲げる書類は次のとおりであります。 

  

  

  

  
(1)  
  

  
有価証券報告書 
及びその添付書類 

  
事業年度 
(第56期) 

  
自 平成16年４月１日
至 平成17年３月31日

  
  
平成17年６月29日 
関東財務局長に提出。 

(2)  半期報告書 (第57期中) 
  

自 平成17年４月１日
至 平成17年９月30日

  
  
平成17年12月22日 
関東財務局長に提出。 

(3)  
  
有価証券届出書 
及びその添付書類 

  
  
  

  
  
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。 

(4)  
  
有価証券届出書 
の訂正届出書 

  
上記(3)有価証券届出書 
に係る訂正届出書 

  
  
平成17年８月11日 
関東財務局長に提出。 

(5)  
  
有価証券届出書 
の訂正届出書 

  
上記(3)有価証券届出書 
に係る訂正届出書 

  
  
平成17年８月31日 
関東財務局長に提出。 

  
(6)  

  
臨時報告書 

  
(企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第19号(連結会社の財政状態
及び経営成績に著しい影響を与える事
象の発生)に基づく臨時報告書 

    
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。 

  
(7)  

  
臨時報告書 

  
(企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第２号(募集によらないで取
得される１億円以上の有価証券の発行
決議)に基づく臨時報告書 

    
平成17年７月８日 
関東財務局長に提出。 

  
(8)  

  
臨時報告書の 
訂正報告書 

  
上記(7)臨時報告書に係る 
訂正報告書 

    
平成17年８月31日 
関東財務局長に提出。 

  
(9)  

  
臨時報告書 

  

(企業内容等の開示に関する内閣府令第
19条第２項第４号(主要株主の異動)に
基づく臨時報告書 

    
平成17年９月30日 
関東財務局長に提出。 



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 

  

  



  
独立監査人の監査報告書 

  

世紀東急工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている世紀東

急工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、世

紀東急工業株式会社及び連結子会社の平成17年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年５月27日開催の取締役会で9,873百万円の無償減資を決議

し、平成17年６月29日開催の株主総会で承認可決された。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  寺  澤     進  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

世紀東急工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている世紀東

急工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借対

照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査を行っ

た。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全

体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、世

紀東急工業株式会社及び連結子会社の平成18年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経

営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当連結会計年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなっ

たため、この会計基準を適用し連結財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成18年６月29日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  寺  澤     進  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  

世紀東急工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている世紀東

急工業株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第56期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、世紀東

急工業株式会社の平成17年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

重要な後発事象に記載されているとおり、会社は、平成17年５月27日開催の取締役会で9,873百万円の無償減資を決議

し、平成17年６月29日開催の株主総会で承認可決された。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成17年６月29日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  寺  澤     進  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 



  
独立監査人の監査報告書 

  

  

世紀東急工業株式会社 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている世紀東

急工業株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第57期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、

損益計算書、損失処理計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当

監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、世紀東

急工業株式会社の平成18年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計方針の変更に記載のとおり、会社は当事業年度から固定資産の減損に係る会計基準が適用されることとなったた

め、この会計基準を適用し財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 
  

平成18年６月29日

取締役会 御中 

監査法人トーマツ   

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  寺  澤     進  ㊞ 

指 定 社 員
業務執行社員

  公認会計士  齋  藤     淳  ㊞ 

  
※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保管

しております。 
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